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   令和５年７月２１日（金） 午前１０時００分から 

                午後 ３時２８分まで 

 

２ 場 所 

   本会議場 

 

３ 出席した委員の氏名 

   井上明夫、太田正美、志村学、御手洗吉生、桝田貢、穴見憲昭、岡野涼子、 

中野哲朗、宮成公一郎、首藤健二郎、清田哲也、今吉次郎、阿部長夫、小川克己、 

後藤慎太郎、森誠一、大友栄二、木付親次、三浦正臣、古手川正治、嶋幸一、 
麻生栄作、阿部英仁、御手洗朋宏、福崎智幸、吉村尚久、若山雅敏、高橋肇、木田昇、

二ノ宮健治、守永信幸、原田孝司、玉田輝義、澤田友広、吉村哲彦、戸高賢史、 
猿渡久子、堤栄三、末宗秀雄、佐藤之則、三浦由紀 

 
４ 欠席した委員の氏名 

成迫健児 
 
５ 出席した執行部関係者の職・氏名 

   総務部審議監兼人事課長 井下秀子、企画振興部長 山田雅文 ほか関係者 

 
６ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 
 
７ 会議の概要及び結果 

（１）第５３号議案令和５年度大分県一般会計補正予算について審査を行った。 
 
８ その他必要な事項 

   な し 
 
９ 担当書記 

   議事課委員会班 副主幹    吉良文晃 
議事課委員会班 主幹（総括） 秋本昇二郎 



予算特別委員会次第 

 

日 時：令和５年７月２１日（金）１０：００～ 

場 所：本会議場               

  

  

１ 開  会 

 

 

２ 歳入予算全般審査 

（１）予算説明 

（２）質疑・応答 

 

 

〔休   憩〕 

 

 

３ 歳出予算審査 

（１）総務部関係 

   ①予算説明 

   ②質疑・応答 

（２）企画振興部関係 

   ①予算説明 

   ②質疑・応答 

 

 

４ 閉  会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

井上委員長 ただいまから、本日の委員会を開

きます。 

 本日以降の委員会は、昨日の委員会において

決定した運営要領及び審査日程により行います。 

 なお、審査にあたっては運営要領に従い、円

滑に運営できるよう御協力をお願いします。 

 この際、付託された予算議案を一括議題とし、

これより歳入予算関係の審査に入りますが、説

明は簡潔かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、歳入予算関係について執行部の説

明を求めます。 

井下審議監兼人事課長 総務部審議監兼人事課

長の井下です。本日は総務部長の若林が療養中

のため、本委員会には出席できません。代わっ

て私から説明したいと思います。どうぞよろし

くお願いします。 

 また、説明についてはＳｉｄｅＢｏｏｋｓ

（サイドブックス）のページ通知機能を使用し

ます。お手元のタブレット画面右下に青い通知

が出ましたらタッチをお願いします。 

 それでは、第５３号議案令和５年度大分県一

般会計補正予算（第１号）のうち、歳入全般に

ついて説明します。お手元の予算特別委員会資

料（歳入全般）を御覧ください。 

 この表は、歳入予算について款別に補正予算

額等を表したものです。今回の補正予算案は、

左下の歳入合計欄の右にあるように４７２億５，

９００万円です。これに当初予算額を加えた累

計は７，２４６億１，１００万円となり、対前

年度比は６７億７千万円の増、プラス０．９％

となります｡ 

 今回の補正予算では、誰もが安心して笑顔で

暮らせる社会を目指し、安心元気・未来創造を

政策の柱とした大分県づくりを進めるとともに、

喫緊の課題である物価高騰への対応として、影

響を受けた生活者や事業者に対し、必要な支援

を実施することを基本方針として編成していま

す。これに基づき、必要な物価高騰対策を講じ

るとともに、人口減少対策をはじめ、農林水産

業の成長産業化や中小企業の振興など、ポスト

コロナに向けた動きを加速させる産業の振興、

将来を見据えた未来創造の取組など、意欲的な

施策を盛り込んでいます。こうしたことから、

補正予算後の累計額は過去最高額となる積極予

算となっています。 

  以下、歳入予算の主な内容について、ただい

ま御覧いただいている資料と令和５年度補正予

算に関する説明書（補正第１号）により説明し

ます。 

 まず表の一番上、第１款県税については今回

は補正していませんが、当初予算では原油等の

価格上昇や為替円安の影響等に伴い地方消費税

が増収となることなどにより、前年度より７４

億円プラスの１，３７２億円を計上しています。 

 次に、第２款地方消費税清算金についてです。

こちらも県税同様に補正は行っていませんが、

当初予算では５７８億４，４００万円を計上し

ています。これは、地方消費税をそれぞれの都

道府県が一旦受け入れた後、各都道府県間で清

算するものであり、地方財政計画における全国

ベースの伸びを踏まえ、前年度に比べ５４億２，

７００万円の増を見込んでいます。 

 第５款地方交付税は、算定の基礎となる数値

の精査に伴い基準財政需要額の増が見込めるこ

とから、今回１０億円を増補正し、累計で１，

８１９億円としています。他方、地方交付税の

振り替わりとして、地方で借り入れる臨時財政

対策債については、資料の一番下から３番目の

うち臨時財政対策債にあるとおり、当初予算で

３３億１，８００万円を計上しています。右か

ら２列目にあるとおり、前年度に比べ７１億２，

２００万円の減となっていますが、御案内のと

おり地方交付税は地方公共団体の財源保障機能

を有していることから、税収が増加すれば交付

税と臨時財政対策債の総額は減少することにな

ります。今年度の地方財政計画では、地方税収

等の増加により地方財政収支が大幅に改善する

ことから、それに伴い臨時財政対策債が減少す



- 2 - 

るものと見込んでいます。 

 次に、中ほどの第７款分担金及び負担金につ

いては農林水産業費、土木費の公共事業に係る

市町村負担金等を計上するものです。 

  その二つ下、第９款国庫支出金は１７４億７，

１４４万７千円を増額し、累計では１，３５８

億８，６１５万８千円となり、前年度と比較し

て４７億６，４８２万５千円の増となっていま

す。これは、３月に閣議決定された国の物価高

騰対策等に係る地方創生臨時交付金の受入れに

伴う増などによるものです。 

 今回の補正の詳細については、補正予算に関

する説明書の１５ページを御覧ください。 

 第２項国庫補助金について、一番下の第５目

農林水産業費国庫補助金では３０億２，１８１

万１千円を計上していますが、これは１６ペー

ジを御覧いただいて、上から三つ目の農山漁村

地域整備交付金６億９，２４９万５千円、その

二つ下の水利施設等保全高度化事業費補助金５

億５，９２０万６千円など、農業農村整備事業

といった公共事業受入れに伴うものが主なもの

です。 

 続いて１７ページを御覧ください。 

 第６目商工費国庫補助金では４０億８，７０

２万７千円を計上していますが、これは次の１

８ページ一番上の新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金４０億６，０４０万９千

円がその主なものです。 

 第７目土木費国庫補助金では５６億７，０７

２万円を計上していますが、これは一番上の社

会資本整備総合交付金２２億４，３８６万６千

円、その下の道路維持費補助金１０億１，２４

０万５千円など公共事業関係がその主なもので

す。 

 予算特別委員会資料（歳入全般）にお戻りい

ただいて、表の下ほど第１２款は３７億１，６

５４万５千円を計上しており、前年度と比較し

て５０億４３２万円の増となっています。これ

は、国内誘客の推進やプレミアム商品券の発行

支援など元気を創出する事業等に充てる、おお

いた元気創出基金繰入金の増などによるもので

す。 

 その一つ下、うち財政調整用基金繰入金につ

いては、財源不足額を補うため今回の補正予算

で２５億円、累計で７５億円を取り崩すことと

しています。 

 次に、第１４款諸収入です。今回の補正額は

８７億６，１７８万１千円であり、これに既決

予算額を加えた累計は９１３億９，０５８万６

千円となります。 

 詳細については、令和５年度補正予算に関す

る説明書の２７ページを御覧ください。 

 第３項貸付金元利収入第１目貸付金元利収入

ですが、今回補正の主なものは上から二つ目の

中小企業振興資金貸付金分１億５，８９９万９

千円から、次の２８ページの上から六つ目、地

域産業振興資金貸付金分４億８００万１千円ま

での、いわゆる県制度資金７４億１，４０２万

２千円、その下の過疎地域等企業立地推進事業

貸付金分２億５千万円などです。 

 恐縮ですが今一度、予算特別委員会資料（歳

入全般）にお戻りください。下から四つ目の第

１５款県債です。今回の補正額は１５２億４０

０万円であり、これに既決予算額を加えた累計

は６００億１，３００万円となります。前年度

と比較すると１０６億６，１００万円の減、率

にしてマイナス１５．１％となっていますが、

さきほどの臨時財政対策債が減少したことによ

るものが主な要因となっています。 

井上委員長 以上で説明は終わりました。 

 この際、委員の皆さんに申し上げます。これ

より質疑に入りますが、本委員会での質疑は事

前に通告のあった委員を優先して指名します。 

 発言は私から指名を受けた後、起立して発言

願います。発言の際は、お手元のマイクを使用

してください。質疑は付託された予算議案に対

する内容にとどめるとともに、説明資料名、ペ

ージ及び事業名等を明らかにしてください。 

 質疑の方法は、一人一括問答方式となってお

り、質疑は関連質疑も含め一人５分以内、再質

疑は２回までとなっていますので、要点を簡潔

にお願いします。 

 なお、関連質疑は関連した内容にとどめ、関

連以外の質疑に渡らないようにお願いします。
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質疑に対する執行部の回答が要領を得ない場合

や執行部からの質疑内容の確認に対する委員等

の回答については、再質疑とみなしませんので

御了承願います。 

 また、執行部に対し資料の要求等がある場合

は、質疑とあわせて要求していただくようお願

いします。 

 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔明瞭に答弁願います。  

 事前の通告者が３名います。 

それでは、順次指名します。 

猿渡委員 市町村振興課関係の住民税について

質問したいと思います。 

 今格差が非常に広がって、コロナ禍前後でも

いろんな影響で生活が大変不安定、雇用が不安

定になっていて、不安定雇用は大変増えていま

す。そういう中で県民税について、失業や大幅

な所得の減少、生活困窮などの場合の減免制度

が必要かと思うんですけれども、個人県民税に、

そういう場合の減免制度があるのか、まず質問

したいと思います。 

 地方税法第３２３条で、地方税の減免を必要

と認めるものに限り、地方公共団体の条例の定

めるところにより減免することができるとあり

ます。災害の場合は該当すると私は思っていた

のですが、県のホームページを見てみると、今

回の災害被災者の方に対する県税の減免措置に

ついてというお知らせがあり、自動車税や個人

事業税などは対象になるけれども、個人県民税

は減免の対象に含まれないとあります。災害の

場合にも個人県民税は減免の対象にならないの

か、その辺も含めて答弁をお願いします。 

曽根田市町村振興課長 住民税については、市

町村が賦課、徴収を行っているので、私から回

答します。 

 租税については、基本原則である税負担の公

平性の観点から、課税免除あるいは減免を行う

場合には、一般の納税者との均衡あるいは公平

の原則よりも優先すべき公益性があるかなどを

慎重に考慮した上で適用することが必要です。 

 さきほど委員からもあった地方税法では、市

町村長が当該市町村の条例で定めるところによ

り、お尋ねのような失業等による大幅な所得の

減少あるいは生活困窮となった場合については、

住民税を減免することができることになってい

ます。 

 確認をしてみましたが、県内の市町村におい

ても、条例で減免規定を設けています。さきほ

どお話があったとおり、個人県民税についても

市町村の個人市町村民税と合わせて賦課、徴収

しているので、市町村で減免を行う制度になっ

ています。 

猿渡委員 大分市のホームページなどを見ると

失業、疾病等により前年に比し著しく減じた人

の個人市・県民税の減免があるとなっています。

市町村が県民税についても、市民税とあわせて

条例で減免することができるということですね。

分かりました、理解できました。ありがとうご

ざいます。 

堤委員 歳入全般に係ることですけれども、よ

く当初議会で今後の財政収支見通しを出します。

この中で、昨年も答弁が出ているんですけれど

も、財政収支の見通しの際、県税収入等につい

てコロナとかウクライナ戦争の影響等について

ただしましたけれども、今年もコロナ感染症が

第９波と言われる状況にあるし、ウクライナ戦

争も継続されて、ますます穀物の禁輸とか国会

でも金融措置を取られるとか、いろんな大変な

状況が見受けられます。さらなる物価高とかが、

生活を襲ってきているのではないかと。 

 それで、そういう全体的なことを考えて、収

支見通しとして、今後かなり影響が出てくると

思うんだけれども、政府はそこら辺は余り考え

ていない。経済成長しか考えていないから、そ

ういったことは県として具体的に政府とは若干

違った、こういう対策についてどういったこと

を検討されたのか、また、今後検討するのか。 

 もう一つ聞きたいんですが、その他の経費で

令和６年度からコロナ対策事業を皆減すると、

昨年、令和５年度も皆減すると書いていたんだ

けれども、これはどういうことなのかと。拡大

期を迎えたときに、その対策は当初予算に計上

しているもので充当するから皆減してもいいの



- 4 - 

か、そこら辺の中身について教えてください。 

髙木財政課長 今後の財政収支の見直しについ

ての税収等の影響についてです。 

 今回の財政収支の見通しは、県税収入の歳入

について、国が示した経済成長率等を基本的に

して機械的に算出しています。今の景気動向は

緩やかに持ち直している状況で、国においても

税収７１兆円を超えて３年連続で過去最高、県

も先日、令和４年度の税収見込みを出しました

が、大体１，４４５億円と初めて１，４００億

円を超え、過去最高を更新する見込みとなって

います。 

 こういう状況なので、景気がどうなるかとい

うのがありますが、確かに委員の御指摘のとお

り、新型コロナでしたり、今の世界情勢、物価

高など景気に影響する、悪い影響が出てくるこ

とがあります。先行きについては見通しにくい

状況ですが、仮に景気が今後冷え込んだ場合は、

県税収入に大きく影響してくると思っています。

ただし、その場合は基本的には地方財政計画が

あり、その中で一般財源総額がしっかりと確保

されている限りは、いわゆる普通交付税により

財源調整機能が働き、交付税の増によって、そ

の県税収入の減については手当てされるもので、

その影響は限定的だと考えています。 

 そういうことで、国に対しては引き続き地方

財政計画上の一般財源総額の確保をしっかりと

求めていきたいと思っています。 

 もう一つ、コロナの関係です。財政収支の見

通し上は、令和６年度からコロナについては第

５類に変わったことで、今回コロナ予算につい

ては全額落としています。 

 コロナについては、５類になってから入院勧

告や就業制限などがなくなっているので、受入

れの病床確保の予算や療養施設、ホテルを借り

上げてやってきましたが、そういう予算につい

ては、今後必要ないものと見て落としています。 

 そして、実際に予算については、当初予算に

含まれている２７４億円ほどが入っています。

そのうちほとんどが国庫補助金で、国でしっか

りと手当てしていただいています。 

 一般財源で使っているのは約７億８千万円と

なっており、このほとんどがＰＣＲ検査の費用

で、大体５億円ほどあります。これについても

基本的には５類になっているので、廃止されて

いる状況です。今後、本当にコロナ以外の病原

性、異なる変異株が出現した場合は、国も直ち

に対応を見直すとしているので、その際は国で

しっかり感染対策として財源対策をしていただ

けるものと思っているので、その際はまた必要

に応じて補正予算などで対応したいと思ってい

ます。 

堤委員 それで、そうやって相殺されるという

ことなんだけれども、結局、収支見通しは５年

間単位で毎年出していますよね。５年間とする

一つの根拠は、これは政府がしているからそう

しているのか、そこら辺を具体的に。毎回数字

が違うんやな、当然のことながら。それが果た

して我々県民にとって、将来的に５年後こうな

るということを指し示すだけなのか、５年間と

いう一つの収支見込みの理由と言うか、合理的

な判断について聞かせてくさい。 

 それともう一つ、コロナ感染症について皆減

されていると、最低限の分だけなんだけれども、

沖縄県も第９波が広がってきたでしょう。大分

県内も、執行部の中でも結構感染されている方

が増えてきているよね。そういうのを考えたと

き、必要なときには早急に県単でもやると、又

は対策を国がやるのを待ってやるのか、そこら

辺、財政の考え方はどうしているのか、最後に

二つ聞きます。 

髙木財政課長 財政収支の見通しを５年として

いるのは、長期的にはもっと長いスパンが考え

られますが、一応中期的な見通しとして５年に

しています。これについては、国の経済成長率

等が５年スパンで出ていること、また１０年と

いう長いスパンでしたときに、いろんな制度が

変わってくるので、さらに乖離が出てくること

が見込まれます。５年ほどで見通すのがよいか

なということで、今は５年で作成をしています。 

 コロナについては確かに今、現在第９波じゃ

ないかというぐらいに出ていますが、ただ、こ

の状態でも国は５類の対応、９月までは一部療

養費等の公費負担が残っていますが、このまま
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５類相当でいくのであれば、今の対策はずっと

続いていくのかなと思っています。 

 来年度については、一応収支見通しでは除い

ていますが、このコロナの夏の状況、また冬に

第１０波等が来るのかどうか分かりませんが、

そういうものを勘案しながら、当初予算でどの

ように対応するかは、個別にその際に考えたい

と思っています。 

堤委員 コロナに対しては、急激に感染拡大し

て国がすぐに対応できない場合、県として予備

費も含め、そういうのを使ってでもやることは

考えられるのか、最後にそこだけ聞かせて。 

髙木財政課長 その内容によりますが、どうい

う対応を取るかについて、国の方針が決まって、

早急に県として対応しないといけないことであ

れば、それは財政出動してでもやるべきものか

なと思っています。 

原田委員 私は県税収入について質問します。 

 まず最初に、昨年度１，２９８億円と過去最

高の県税収入がありました。これについて聞く

と、企業の業績回復などで法人二税と地方消費

税が伸びたと。具体的にその要因を聞くと、県

内ではホテル、旅館、飲食等の観光・飲食業は

厳しい状況であると。他方、法人関係税の多く

を占める製造業や金融関係はコロナ禍前と変わ

らない業績、ＩＴ関係に至ってはコロナ禍前よ

りも業績を伸ばしていることもあり、法人関係、

県税の収入全体として過去最高の見込みとなっ

ているとの答弁でした。 

 今年の当初予算の県税収入は、昨年度を上回

る１，３７２億円となっています。この要因に

ついて、まずお答え願いたいと思います。 

岩男税務課長 県税収入の増加要因についての

お尋ねでした。 

 令和５年度当初予算の県税収入については、

国の地方財政計画、県内経済の動向、税制改正

等の影響等を勘案して、前年度当初比で５．７ 

％の増、額にすると７４億円の増で１，３７２

億円を見込んでいます。 

 県税収入が前年度当初比で増となるのは、地

方消費税貨物割が原油、液化天然ガスの価格上

昇及び為替の円安の影響等によって、また譲渡

割が新型コロナウイルスの影響緩和に伴う個人

消費の回復によって、それぞれ増収となること

に加え、法人二税について新型コロナ影響緩和

に伴う企業業績の緩やかな回復により増収をす

ることによるものです。 

 なお、観光関連産業については、個別に税収

見込みを行っていませんが、観光関連産業を含

む宿泊・飲食サービス業の法人事業税の令和４

年度の決算見込みでは、前年度比６．３％の増

となっています。また、令和５年度についても

６月末時点での申告税額では前年度を上回って

おり、増加傾向に今なっています。 

 新型コロナウイルスの５類移行に伴って、旅

行意欲等も高まっています。そうした中で、県

内の宿泊客も前年よりも増加していることから、

その動向については今後注視していく必要があ

ろうかと思います。 

 なお今後の県税収入については、やはり世界

的な金融引締めが続く中、海外景気の減速が景

気を下押しするリスクとなりかねませんので、

そういったもの、それから物価の上昇、あと供

給面での制約等、影響を十分に注視しながら考

えていきたいと思っています。 

原田委員 ありがとうございます。私は別府市

ですけど、別府市も本当に観光客が増えている

のは目に見えて感じています。本当にいいこと

だなと思っているんですが、私が言いたいのは、

さきほど堤委員が言ったのと全く同じで、先週

の大友議員の代表質問のときに、財政収支の見

通しのことが出ました。これを見ると来年度は

１，３９２億円で２０億円アップ、その翌年は

大体３０億円ずつアップしていく、右肩上がり

の収支見通しですよね。本当にこれが実現でき

るんだろうかというのが素直な感想なんです。 

 さっき別府市の観光宿泊者が多くなったこと

を話しましたけど、実はホテル、旅館の方に話

を聞くと、人手不足で予約を受け入れたいけど、

なかなかそれができていないんだと、お断りす

る場合が多くなっていると、とにかく人手不足

がすさまじいぐらいにあると。コロナになって、

従業員の方に辞めてもらったところは、コロナ

が収まったからといって、人手が回復できてい
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ないと。さらには、あるホテルは人が足りない

ために１，５００円以上の時給を出したから、

今まで来てくれていた人がそっちに行ってしま

って、うちには来ないんだということも聞きま

した。 

 とにかく何が言いたいかというと、手だてを

打たないと、こういう見通しにはならないだろ

うと指摘したいと思って尋ねました。 

井上委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。 

 ほかに質疑のある方は、挙手をお願いします。 

麻生委員 歳入全般に関して確認ですが、防災 

・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

について、令和３年度から７年度の５か年で１

５兆円の財源を国が準備しているけれども、こ

の件に関しては大分県議会としても国に対して

意見書を――ぜひしっかりやってほしいという

意見書をトップバッターで議決して提出し、要

望活動をしてきた経過があります。 

 確認ですが、この１５兆円の財源が県の歳入

として、目的は明確になっているから国庫に入

るのか、それとも地方交付税なのか、あるいは

地方創生臨時交付金になるのか、こういった部

分について再度確認をしておきたいと思います。 

 あわせて、当然これは土木建築部が中心にな

ってくると思うのですが、大きな目標を立てて、

達成目標も国土交通省から指導を受けているか

と思うんですけれども、こういったものについ

て、当初１５兆円、国へ要望に行ったときには

大分県は災害が大変多いから、１５兆円のうち

の１兆円ぐらいはぜひ配分をお願いしますと言

い続けてきている経過があります。そういう意

味で１５兆円のうち、どれくらい大分県として

緊急５か年の中で配分を受けて達成目標を達成

していこうかと、これが非常に重要になってく

ると思いますので、そうしたやり取りも財政課、

あるいは総務部として意識も持って土木建築部

と協議をしていただくこともお願いしておきた

いと思います。 

 あわせて、国土交通省道路局長は年頭の挨拶

の中で、交通安全対策にもこういったものは、

大いに活用してくださいというメッセージを発

せられていることもありました。交通安全対策

の特別交付金としての受入れも含めて、国の段

階でどういう形でこの緊急５か年対策をやって

きているのか、この辺は意識を持って財源確保

のためにぜひ取り組んでいただきたいという願

いを含めて、現状について再度確認したいと思

います。 

髙木財政課長 防災・減災、国土強靱化、今５

か年加速化対策事業ということで令和７年度ま

で１５兆円予算を付けていただいて、しっかり

と対応しています。 

 この防災・減災、国土強靱化の事業について

はイメージとしていつも前倒しで、今現在、令

和５年度分は、令和４年度の補正予算で国が措

置している状況なので、今回の当初予算、肉付

け予算にはこの予算は入っていません。逆に言

うと、昨年度、令和４年１２月補正で２７５億

円ほど、５か年加速化対策事業を受け入れて、

繰越し等をしながら実施しています。 

 歳入については、そのときに防災・減災、国

土強靱化の関係の国庫補助金として全ていただ

いています。それにあわせて、その裏に防災・

減災対策事業債という県債を打っていて、この

県債についてもしっかりと交付税措置がされて

います。 

 さきほどありました達成目標ですが、ちょっ

と土木建築部に確認しないといけません。土木

建築部についても、土木未来（ときめき）プラ

ンでしたり、いろんな計画でしっかりと目標を

持っていると思いますが、何せ防災・減災に関

わるところは河床掘削や橋梁の耐震化、道路に

ついても様々なことがあって、いくらやっても

尽きないぐらいの事業量があります。県として

は今までもそうですが、この５か年加速化対策

事業を県でできる体力と言うか、目いっぱい受

け入れている状況、これは前の広瀬知事が全国

知事会で国土関連の委員長をやっていたことも

ありますが、しっかりと受入れをして今事業を

していて、目いっぱい受け入れています。 

 また、交通安全対策にも使えるとの話があり

ますが、その件については使えるところは有利

な補助金をいただいて、有利な起債も打てます
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ので、しっかりと対応できています。 

 交通安全の交付金については、現在は反則金

等を国で集めて、道路の整備状況でしたり、そ

ういうもので按分している交付金であり、この

国土強靱化とは別の予算となっています。 

 これからも国土強靱化対策では、令和７年度

以降もある程度、次の対策が打たれることが見

込まれますので、しっかりと受入れて、事業を

実施していきたいと思っています。 

井上委員長 ほかに質疑はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

井上委員長 ほかに質疑もないので、これで歳

入予算関係に対する質疑を終わります。 

 暫時、休憩します。 

  午前１０時３７分休憩 

――――――――――― 

午後 １時００分再開 

太田副委員長 休憩前に引き続き、委員会を開

きます。 

 これより総務部関係予算の審査に入りますが、

説明は主要な事業及び新規事業に限り、簡潔か

つ明瞭にお願いします。 

 それでは、総務部関係予算について執行部の

説明を求めます。 

井下審議監兼人事課長 それでは、第５３号議

案令和５年度大分県一般会計補正予算（第１号）

のうち、総務部関係の歳出について御説明申し

上げます。  

 午前中同様、説明はＳｉｄｅＢｏｏｋｓの会

議機能を使用しますので、お手元のタブレット

の画面右下に青い通知が出たらタッチしてくだ

さい。別冊の令和５年度総務部予算概要の５ペ

ージを御覧ください。 

 令和５年度総務部補正予算の概要についてで

す。まず、安心元気の安心の分野では、県有財

産の適正管理を図るため、県民ニーズを見据え

た利活用等を推進するとともに、長期にわたり

安全・安心な状態で活用するため、計画的な保

全工事を実施します。 

 また、未来創造の分野では、県民の皆さんが

広くデジタルによる恩恵を受けられるように、

身近な行政を担う市町村の行政ＤＸを県と市町

村が連携して推進します。 

 １１ページを御覧ください。 

 令和５年度総務部予算の一般会計についてで

すが、左から２列目予算額（Ａ）、総務部マル

１の上から２行目の７月補正欄にあるとおり、

今回の補正額は１５億１，７２０万６千円の増

額で、既決予算額と合わせた累計額は１，７３

６億７，６８３万７千円です。これを令和４年

度当初予算額と比較すると、右から２列目の前

年度対比（Ａ）－（Ｂ）欄にあるように８９億

５，１４８万円、率にして５.４％の増となり

ます。これは原油、ＬＮＧ価格の上昇や為替円

安の影響等により、税収が増収となったことに

伴う地方消費税清算金の増等によるものです。 

 それでは予算概要に沿って、補正予算に計上

した事業について説明します。３２ページを御

覧ください。 

 事業名欄二つ目、県有財産総合経営推進事業

費の７月補正予算額１５万１千円は、別途計上

している債務負担行為１，８８２万６千円と合

わせて、大分土木事務所などの移転、集約化を

検討するとともに、ＰＦＩ等の導入可能性調査

を実施します。 

 ３６ページを御覧ください。 

 事業名欄一番下の行政ＤＸ推進事業費の７月

補正予算額１，６７０万９千円は、県と市町村

が連携し、県民に身近な市町村の行政手続の電

子化や公共施設のオンライン予約の拡大、窓口

サービスの向上などを推進するとともに、行政

ＤＸを担う職員を育成するものです。 

 ４０ページを御覧ください。 

 県有建築物保全事業費の７月補正予算額は１

５億円です。この事業は、県有建築物を長期に

わたり安全安心な状態で活用するために、財政

負担の軽減と平準化を図るため、施設改修を一

元的に管理し、計画的な予防保全工事を実施す

るものです。 

太田副委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。答弁は挙手し、私から指名を

受けた後、自席で起立の上、マイクを使用し簡

潔に答弁願います。また、マイクの先端を自身
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に向け、明瞭に答弁してください。 

 事前の通告者が７名います。時間も限られて

いるので、円滑な進行に御協力願います。 

 それでは、順次指名します。 

猿渡委員 予算概要５６ページの職員研修費の

関係で質問したいと思います。 

 ハラスメントをなくすための取組や研修をど

のように行っているのか。非正規の職員を含め

て、相談をしたいときにどこに相談したらいい

のか、その相談体制はどうなっているのか。今

後さらに充実が必要ではないかと考えるわけで

すが、どうでしょうか。 

井下審議監兼人事課長 ハラスメントについて

お答えします。 

 会計年度任用職員を含む県職員におけるハラ

スメントを防止するためには、どのような言動

がハラスメントに該当するのか、管理監督者や

職員一人一人がどのような点に留意すべきか、

ハラスメントが疑われる場合にどのように対応

すべきかなどについて、理解を深めることが重

要であると認識をしています。 

 そのため、大分県職員ハラスメント防止要綱、

それから運用マニュアルを作成して、ハラスメ

ントの防止を徹底するよう、全ての職員へ周知

を図っています。また、各職場での職場研修や

自治人材育成センターで実施する管理職向けの

研修等において、ハラスメントをテーマにした

研修を実施しており、毎年千人以上が受講して

います。 

 県庁内の相談体制についてですが、人事課内

に相談窓口を設けています。これについては、

指定した職員のほか、健康サポートセンターが

人事課内にありますが、そちらの女性の保健師

等についても指定をしており、男性であっても

女性であっても相談しやすい、そういう体制を

構築しています。 

 それ以外にも特別相談員を配置していますが、

これには男性職員も女性職員もいます。４人体

制で各地を巡回していますが、常駐して相談を

受ける窓口も設置しています。相談者の希望に

応じて様々な方法で相談を受け付けています。 

 今後とも研修を継続して実施するとともに、

相談があった場合には速やかに必要な指導等を

行うなど、働きやすい職場環境を構築していき

ます。 

猿渡委員 ありがとうございます。研修は繰り

返し必要かと思うんですけれども、１人に対し

てどのくらいの頻度で研修がされているのか。 

 また、相談もいろいろな形での相談が可能と

ありましたが、相談しにくい場合などに、例え

ばメールだとか匿名での相談も可能なのか、そ

の点を教えてください。 

井下審議監兼人事課長 研修の状況についてお

答えします。 

 研修については、それぞれ様々なハラスメン

トがあります。具体的な事象に基づいて、事例

を通して対策とか予防とか、そういったことが

学べるように、いろんな事案を盛り込んで様々

な事例を通して自分ごととして受け止めてもら

うように、逐次研修を行っています。 

 それから相談体制についてですが、相談にあ

った場合には実名だけでなく、匿名でももちろ

ん受け付けています。まずは相談者の意向をよ

く確認することで、どのような解決方法を望ん

でいるのか、相手方に対して指導を求めている

のかといった意向を最初に確認します。その上

で、仮に伝えてほしくないことがあるならば、

どういう内容については黙っておくべきなのか。

その辺については本人の心身の状況等があり、

そういった負担の観点からもよくよく配慮しな

がら、相談に乗っています。 

猿渡委員 我々議員も研修を繰り返しながら、

気を付ないといけない点が多々あると思ってい

るので、お互いに努力していきたいと思ってい

ます。 

 別府で庁舎の建て替えがありますが、そうい

うハラスメントをなくすとか、いろんな外部か

らの問題を考えたときにも、例えば所長室など

が密室にならないで、窓があって他の部屋から

も見通せるような形が望ましいのではないかと

の思いもあるので、今後はそういう点も含めて

考えていただければと思います。ありがとうご

ざいました。 

堤委員 まず、予算概要３６ページの行政ＤＸ



- 9 - 

推進事業費についてですが、市町村の基幹業務

システム標準化の支援となっています。今、各

市町村が実施している独自の施策について、具

体的にどのように標準化に反映させていくのか。

また、費用負担については、国が今どうしてい

るのか進捗が分かれば教えてください。 

 二つ目は、２９ページのマイナンバーカード

取得促進事業費で、今現在の大分県内のマイナ

ンバーカードの取得状況について、申請や取得

及び返還率等はどうなっているのか。 

 最後に７９ページの県税徴収事務費です。こ

れは毎年聞いているけれども、滞納とならない

ためには納税緩和措置である徴収の猶予、換価

の猶予、職権型及び申請型、滞納処分の停止を

積極的に周知することが大切です。その周知は

どうしているのか。また、それぞれの件数は何

件あるのか、ここ数年の件数は伸びているのか

について教えてください。 

清水電子自治体推進室長 それでは、市町村の

基幹業務システムの標準化支援についてお答え

します。 

 情報システムの標準化については、自治体ご

とに異なるシステムの仕様を、国が定めた標準

仕様に移行することで自治体の人的、財政的負

担を軽減し、行政サービスが迅速化することに

よる住民サービスの向上を目的として進めてい

ます。まず、各市町村が実施している独自施策

についてです。県内市町村では現在、現行のシ

ステムと国が定めた標準仕様との比較分析を行

っている最中であり、その中で各自治体の独自

施策に関するシステムの課題を洗い出していま

す。 

 したがって、県としては市町村と密接に連携

して、標準準拠システムへのスムーズな移行を

図るとともに、各自治体の独自施策についても

システム的に継続実施できるよう、専門事業者

の知識を活用し、支援をしっかりと行っていき

ます。 

 また、標準化にかかる費用負担については、

市町村からも大きな懸念が示されているため、

国の補助金予算の大幅な拡充や交付対象の拡大

など、確実な財政支援について知事会を通じて

継続的に要望しています。現時点では国は検討

中とのことですが、県としては引き続き国の動

向を注視しつつ、会議や各種調査等で機会ある

ごとに十分な財政支援を講じていただくよう、

国に要望していきたいと考えています。 

 続いて、マイナンバーカード取得促進事業費

についてお答えします。 

 本年６月末時点で本県のカード申請枚数が９

１万３，２０１枚、人口比で８０．７３％です。

交付枚数が８５万８，５７１枚、同じく７５．

９０％、保有枚数が８１万７，３２１枚、これ

が７２．２６％となっています。 

 保有枚数で今回お示ししていますが、交付枚

数から死亡や紛失、国外転出や転居の繰り返し

で記載欄の不足などから廃止した、そういった

数を除いた数ですので、逆算すると本県の廃止

となった枚数については４万１，２５０枚とな

っています。 

岩男税務課長 私から、納税緩和制度について

お答えします。 

 納税緩和制度の周知については、県のホーム

ページでの掲載のほか、リーフレットを各県税

事務所の窓口に設置し、納税相談の際に制度の

概要や必要な書類について説明を行っています。 

 令和４年度における納税緩和制度の適用件数

については、徴収猶予が４８６件、換価の猶予

が５５件、うち職権によるものが２６件、申請

によるものが２９件、滞納処分の停止が３０４

件となっています。 

 猶予の適用件数は令和２年度から令和３年度

にかけて大幅に増加をしています。徴収猶予が

４４５件から４９２件へ、換価の猶予が１６件

から５８件へ、滞納処分の停止が１６７件から

３４２件となっており、さきほど申し上げた令

和４年度についても、令和３年度と同程度の数

となっています。 

 適応件数が増加した要因については、納税者

から新型コロナウイルス感染症の影響など、様 

々な事情により県税を直ちに納付することが困

難である旨の申出があった場合に、納税者の視

点に立って申出の内容を十分に聴取し、積極的

に猶予制度の活用を図るよう配意した結果であ
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ると考えています。 

堤委員 一つはＤＸの関係で、システム的に継

続できるよう、いろいろ調整しながら行ってい

るとあったけど、それは大体いつ頃になるかは

っきり分かりますか。つまり、もし継続ができ

なければ、それは市独自でそれをするかしない

か判断しなければならないとなりますよね。そ

うすると、予算措置が今のところまだ分からな

い状況になっているからね。大体継続できる状

況になるのが今後半年ぐらいとか、そこら辺が

もし分かれば教えてください。 

 それと、さきほど言った件数が早くてメモで

きない。だから、後で納税の分も含めて件数は

書類でください。委員長、お願いします。 

清水電子自治体推進室長 基幹システムへの移

行時期ですが、さきほど申したとおり今洗い出

しをしていて、今年度末には事業者を決めてい

くと。そのぐらいには当然、事業者として手が

挙がらないと、単価も出てくる可能性もあるの

で、見込みとしてどの時点でというのは難しい

んですけれども、今年度中には第１段階をクリ

アできるかできないかは、分かってくるのだと

思っています。 

太田副委員長 執行部は資料の配布をお願いし

ます。よろしいですか。（「はい」と言う者あ

り） 

吉村（哲）委員 予算概要５ページ、１の（１）

の中に大分土木事務所などの移転、集約化とあ

ります。大分土木事務所について移転を考える

理由と、現在お示しいただける内容があれば、

ぜひよろしくお願いします。 

渡辺県有財産経営室長 大分土木事務所につい

ては築５４年が経過し、老朽化が進んでいます。

津波浸水区域にも位置することから、移転は喫

緊の課題だと認識しています。 

 大分土木事務所の移転にあわせて、他の機関

との集約化も含め、現在検討しているところで

あり、移転先については県営明野住宅の建替計

画において発生する余剰地などを含め、ハザー

ドマップ上、問題のない複数の候補地で検討し

ています。現在検討中の内容について議論が深

まれば、議会や県民に対して丁寧に説明してい

きたいと考えています。 

吉村（哲）委員 ありがとうございます。ただ

いま明野の余剰地という話も出ましたが、これ

はまだ地域の方には一切話がいっていない状況

でしょうか。 

渡辺県有財産経営室長 さきほど申し上げたと

おり、今複数の候補地から検討している段階で

すので、地元への説明はまだ行っていません。 

候補地が固まりましたら、丁寧に説明したいと

考えています。 

吉村（哲）委員 ありがとうございました。ま

た決まったら、ぜひお伝えいただきたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

佐藤委員 同じく県有財産総合経営推進事業費

についての質疑です。 

 これはさきほどもお話がありましたけど、大

分土木事務所などの移転と集約を検討するとの

ことです。今、概要をお話しいただいたので、

あと補正予算１５万１千円の内容の説明を、そ

れからもう少し事業概要を説明いただければと

思います。 

渡辺県有財産経営室長 それでは、県有財産総

合経営推進事業費についてお答えします。 

 さきほど御覧になった予算概要の３２ページ

をお開きください。３２ページで御説明します。 

 上から二つ目です。初めに、県有財産総合経

営推進事業全体の話をしますが、県有財産の適

正管理を図るため、将来にわたる県民ニーズを

見据えた県有建築物の総量縮小や県有財産の利

活用を推進しているものです。具体的には、一

番右の事業概要欄にあるとおり、最初の二重マ

ル、未利用地の売却等を行うための測量や不動

産鑑定等の条件整備に要する経費、それから二

つ目の二重マル、ＰＦＩ導入の推進を図る地域

プラットホームの運営に要する経費、並びに三

つ目の二重マル、別府総合庁舎の建替に係る設

計費用となっています。 

 それと、補正予算額１５万１千円の内容です

けれども、債務負担行為の設定とあわせて、老

朽化が進み、かつ津波浸水区域に位置する大分

土木事務所等の移転、集約化を検討するととも

に、官民連携による整備、いわゆるＰＦＩ等の
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可能性や有益性等の調査を行うための費用を計

上しています。 

佐藤委員 ありがとうございました。この調査

内容を受けて新庁舎を整備していく計画のよう

ですけれども、今後の想定されるスケジュール

をお話しいただきたいと思います。 

渡辺県有財産経営室長 想定されるスケジュー

ルについてお答えします。 

 ＰＦＩ等の導入可能性調査は、さきほど申し

上げたとおり、債務負担行為の設定をお願いし

ているので、来年度に改めて本格的な調査を行

う経費の予算要求を行い、調査結果を取りまと

めたいと考えています。今年度はその調査に向

けた準備を行います。 

 このため、新庁舎の整備スケジュールについ

ては、この調査結果を踏まえて具体的に検討し

ていきたいと考えており、スケジュール等につ

いては、適切な時期に議会等へきちんと説明し

たいと考えています。 

佐藤委員 ありがとうございました。今スケジ

ュールを聞きますと、今年度に今回施設を新設

する計画の基本の形づくり、それからやり方と

いったものが形づくられるようなので、会派別

議案説明会のときも少しお話しをしましたが、

２点要望という形でお聞きいただければと思い

ます。 

 まず１点目が、これは当然のことですけれど

も、別府総合庁舎のようにプロポーザルによっ

て業者選定をされる場合には、設計、工事費等

の設計金額を慎重に御検討いただきたいと思い

ます。 

 もう１点が運営、それから維持管理業務につ

いてです。現状、清掃なども含めて地元の業者

をお願いしていると思うので、地元業者育成の

観点からも、特に小さい市町村の場合はそうい

う業者の数も少ないですから、御配慮いただけ

ればと思います。そして、新築建物の維持管理

は、大体５年目ぐらいまではほとんど修理とか

修繕の費用はかかりません。ですから、経費の

設計を慎重にしていただければと思います。 

 蛇足ですが、豊後高田市役所の庁舎について

は、新築時に以前の総合庁舎の建物が空いてい

ました。その建物と駐車場を活用して、新庁舎

を造ることができました。現状、３階に県の土

木事務所、そして２階に市の建設関係の課、そ

れから１階にＪＡと土地改良区、そして２階に

市の農業関係の課を配置しています。職員の連

携が取れるので、とてもよかったと思っている

し、それから訪れる市民が１か所で済むので、

大変利便性が高い庁舎となっています。 

 これは大分市などでは大変難しく、関係のな

いことだと思うし、たまたま特別な例だとは思

いますけれども、今後施設の改修、新設にあた

っては、幅広い検討をお願いしたいと思います。

ちなみに、県の職員住宅は今、新婚さんの専用

住宅として使っています。それから、独身寮に

ついても、高田高校の寮として活用しています。

以上で質疑を終わります。ありがとうございま

した。 

森委員 予算概要３２ページの県有財産総合経

営推進事業費についてです。吉村哲彦委員と佐

藤委員から質疑があった事業と同じですけれど

も、確認したいところだけ質疑します。 

 さきほども少し触れていましたが、移転や集

約化を想定する県の機関について伺います。 

渡辺県有財産経営室長 移転、集約する機関に

ついても、候補地とあわせて今検討中です。市

内の地方機関と考えていますが、またそういっ

た情報をお示しできるようになりましたら、速

やかに情報はお伝えしたいと思います。 

森委員 先日の会派別議案説明会のときに、別

府総合庁舎の建て替えについて議論があり、東

部振興局はどうするのかなど議論になりました

が、今回も手狭となっている県庁舎別館とか、

今分散して市町村会館に入っている人事委員会

とか大分教育事務所、中部振興局等、各機関が

あると思うので、その機関のバランスを考えて

いただくことが必要かなと思って質疑をしまし

た。ありがとうございました。 

福崎委員 予算概要３５ページのモバイルワー

ク推進事業費についてお伺いしたいと思います。 

 タブレット端末のリース代として１億１，５

０８万６千円が計上されていますが、台数とし

てどのくらいを考えているのか。それから、タ
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ブレットの利用状況、そのタブレッはどこが保

管して、どのような形で貸出しをしているのか、

またどのような業態、部署が使用しているのか

教えていただきたいと思います。 

清水電子自治体推進室長 モバイルワーク推進

事業費についてお答えします。 

 モバイルワーク推進事業は、行政サービスの

向上を図るため、農業、保健、災害などの各分

野でタブレット端末を活用し、職員の現場対応

力を強化するものです。 

 現在のリース台数は４５０台で、知事部局を

中心に８６所属に配備しています。令和４年度

に端末の利用状況を調査して、利用頻度の低い

所属から必要性の高い所属に再配備を行いまし

た。データはかなり細かくなるので、今ここで

申し上げることはできないんですけれども、振

興局等の外に出ていく職場を中心に数多く配備

しています。 

 実績としては、これまで農業参入企業の現地

視察や新型コロナウイルス感染症に伴う宿泊療

養施設の管理、それから鳥インフルエンザの対

応、災害査定、テレワークなど、積極的に利用

しています。引き続きモバイルワークの推進に

向けて効率的な運用に取り組んでいきます。 

 端末は私ども電子自治体推進室で全て管理を

しています。貸出しをそれぞれで受けて、また

調査をして、再配備を行っていくといった手続

を取っています。 

福崎委員 保管はそちらで全部されていて、各

部署に貸し出していることでよいのかというの

と、これは端末の持ち出しですから、情報管理

をしっかりしないといけないと思うんですけど、

どういう貸出しの仕方をして、どういう機器の

管理と言うか、情報が漏れないような管理の仕

方をされているのかを教えてください。 

清水電子自治体推進室長 これはＮＴＴの閉域

網というものを使って、インターネットではな

くて、閉じられた専用回線で端末を接続してい

ます。それぞれのタブレットの中には特に重要

なデータは入っていません。自分の所属の机の

上にあるパソコンに接続して、そこから情報を

取ったりするので、自分の机の上にあるパソコ

ンから作業するのと同じように、外に出ても作

業ができると。ですから、こんなことはあって

はならないんですけれども、例えば端末を置い

てきたとしても、その中には何も入っていない。

セキュリティ上、外部からロックがかけられる

仕組みもあるので、その辺の情報管理はしっか

りやっています。 

福崎委員 中に情報が入っていないとのことで

すけど、専用回線を使って県の情報等をそれか

ら見られるようにはなっているんですよね。と

いうことは、誰がいつ持ち出したのか、そして

いつ返したのか、きちんとした管理をしておか

ないといけないのかなと。中身がないから管理

しなくてもいい、誰が持ち出してもいいという

問題ではないと。今聞くと、何か上長に持ち出

しの承認とか申請とかもせずに、担当者が勝手

に持ち出して現場で使って、データを入れて、

持ち出して使ったらまた返すような感じでは、

適正な管理と言えるのかなと少し私としては疑

問が残るので、そこら辺はしっかりしていただ

かないといけないのかなと指摘して、質疑を終

わります。 

清水電子自治体推進室長 大変すみません、私

の回答が漏れていました。保管については、し

っかりと厳重に管理し、万が一のところですが、

端末の中をのぞけないような形でのシステム的

な処理はしています。ただ、画面を見られたり

することもありますので、その辺は職員のセキ

ュリティに対する研修等をしっかり充実してい

きたいと思いますし、各所属で責任持って管理

をする、こちらから貸出しをして、それから各

所属で責任持って管理していくようにしていま

す。 

澤田委員 予算概要３１ページ、事業名キャッ

シュレス対応推進事業費についてお尋ねします。 

 本県は全国自治体の中でキャッシュレスの窓

口対応の取組が遅れていると認識をしています。

そのため大分県では、令和６年度までに窓口公

金収納のキャッシュレス対応完了を目指す計画

を策定していると認識をしています。 

 その上でお伺いしたいんですけれども、まず

キャッシュレス実施計画の現在までの進捗と、
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あとその中で令和５年度までに自治体の窓口公

金収納全てを、全窓口で導入する計画があるか

と思うので、それが今年度達成できそうかどう

か、またあわせて今その計画を遂行していく中

で、何かトラブルがあったかどうかを教えてい

ただければと思います。 

太田副委員長 執行部に申し上げます。答弁は

簡潔にお願いします。 

清水電子自治体推進室長 それでは、キャッシ

ュレス対応推進事業費についてお答えします。 

 民間でのキャッシュレス決済の拡大を踏まえ、

本県では県民の利便性と県の業務効率化を図る

ため、令和４年２月に全国で初めて全ての納付

窓口でキャッシュレス対応することを目標とし

たキャッシュレス実施計画を策定し、昨年度ま

でに１９か所で運用を開始しています。今年度

中に全ての収納窓口で配備する予定です。 

 先行導入した箇所でノウハウを蓄積して、段

階的に横展開する方向で進めており、本年度は

約９０か所導入して、全ての窓口で対応が完了

する予定です。なお、公金納付窓口でのトラブ

ルについては、現時点で報告を受けていません。 

澤田委員 ありがとうございます。キャッシュ

レスは県民の皆様と、また労働作業が軽減され

ることで、非常に有用だと思っています。その

上で、キャッシュレスが苦手な県民もたくさん

いると思うので、またそこら辺のフォローもし

っかりと、あわせて計画の中に入れていただけ

ればと思います。よろしくお願いします。 

太田副委員長 さきほど堤委員からマイナンバ

ーカード取得促進事業費等に関する資料提出の

要求がありました。 

 お諮りします。ただいまの資料を委員会とし

て要求することに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

太田副委員長 御異議がないので、ただいまの

資料を要求することに決定しました。執行部は

よく調整の上、速やかに提出願います。 

 以上で事前通告者の質疑を終了しました。予

定の時間が近づいていますが、そのほかに通告

のない方で質疑のある方は挙手をお願いします。 

末宗委員 予算概要の３２ページ、県有物件災

害共済保険料の経費が上がっているんだけど、

今まで議会で損害賠償からなんから、警察でも

福祉施設でも全て保険料は、保険に入っていな

いから損害賠償で払いよったんよね。一律には

いかないんだろうけど、どこで基準を分けてい

るんかね、保険の種類を。大体ほとんどが保険

に入っていないんよね。それが、これは入って

いるんだけど、どこで分けているのか全体の輪

郭が分かるようにお願いします。 

渡辺県有財産経営室長 保険のところで、建物

共済制度だと思いますので、その件についてお

答えします。 

 建物共済制度は、県有財産を火災や台風等の

不測の災害から守るために、地方自治法に基づ

いて総合救済事業を活用しています。対象物件

は耐火構造の建物が財産台帳価格１００万円以

上、非耐火構造の建物は５０万円以上で、基本

的に対象としていない物件は、体育部室とかプ

ール附属建物とか豚舎や鶏舎など、そういった

ものは対象にしていませんが、それ以外につい

ては、今保険の対象に入れているので、学校や

住宅なども含めて共済の適用にしています。 

末宗委員 それが全て９７０万円に含まれてい

るかどうかよく分からない、説明がなかったん

だけどね。そしたら、保険をかけるのに制限は

ないわけ。例えば、いろんな交通事故やらなん

やら、全部損害賠償の議案が上がってくるんだ

けど、それを全部ある程度保険に入れられるわ

け。入れないんじゃないかと僕は思うけど、ほ

とんど議案に上がってくるからね。そういう基

準を教えてくれないから分からないんよ。 

渡辺県有財産経営室長 保険の基準ですけれど

も、さきほどの交通事故とかは対象ではありま

せん。さきほど申した建物の共済ですので……

（「いやいや、だからどこが基準になるんか…

…」と言う者あり）これについては、行政庁舎

等も含めて今入っているところです。さきほど

対象としていない物件が、比較的簡易で小規模

なものと例示しましたが、体育部室とかプール

付き建物とかは入っていないので、それ以外は

さきほど申した耐火構造物の建物は１００万円

以上、非耐火構造の建物は５０万円以上の物件
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について入っています。 

末宗委員 その分はいいんや、基準は内部で決

めているんだろうけど、全体をね。これは保険

に入るとか、保険に入らないとか、誰か勝手に

決められるのか、勝手に決められないのか全体

について聞いているんや。いつも警察から福祉

から教育委員会から、損害賠償が全部上がって

くるじゃない。そのときは保険に入ってないと

言うから、保険に入ればいいじゃないかと僕は

言うたことがあるんよ。そしたら、保険に入ら

れないのでと答弁するわけよ。そこを聞きよる

んよ。 

髙木財政課長 保険の適用についてです。 

 過去、県の公用車と警察車両も保険に入って

いない時期がありました。全く入っていなくて、

軽微な事故を起こすたびに損害賠償でしたり、

そういう議案を出していましたが、今は基本的

には全部入っている状況です。（発言する者あ

り）今はですね。ですので、公用車もかなりな

数がありますし、警察署でもかなりあって、交

通事故では物損事故等がありますが、保険適用

で全てカバーできるものについてはそちらで対

応していますが、損害賠償等について、保険の

対象とならない部分が出てきた際は、そこにつ

いては和解金等を含めて議案として提出して、

お諮りしています。 

 保険に入ろうと思えば入れますので、あとは

保険料とそれに見合った頻度のバランスになり

ますが、基本的には入れるものは入ることは可

能だと思っています。（発言する者あり）入れ

ます。 

太田副委員長 予定の時間がきましたので、こ

れで総務部関係予算に対する質疑を終わります。 

 なお、執行部が入れ替わるので、しばらく、

そのままお待ちください。 

 

  〔総務部退室、企画振興部入室〕 

 

太田副委員長 これより企画振興部関係予算の

審査に入りますが、説明は主要な事業及び新規

事業に限り、簡潔かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、企画振興部関係予算について執行

部の説明を求めます。 

山田企画振興部長 それでは私から、企画振興

部の補正予算案について、お手元の令和５年度

企画振興部予算概要により説明します。 

 なお、タブレットを御利用の方はＳｉｄｅＢ

ｏｏｋｓのページ通知機能を使用して説明しま

すので、画面右下に青い通知が出たらタッチを

お願いします。 

 それでは５ページをお開きください。 

 予算のポイントについて説明します。まず一

番上、１の安心元気の安心分野です。本分野で

は、コロナ禍で高まった地方移住への関心を本

県への移住につなげるため、大分での暮らしの

魅力をきめ細かに情報発信するとともに、移住

者の仕事や住居の確保、安心して生活ができる

地域づくりなどに取り組みます。 

 続いてその下、２の安心元気の元気分野です。

本分野では、地域資源の活用や仕事の場づくり、

観光地の磨き上げなど、地域ぐるみの活動に対

してきめ細かに支援を行います。 

 最後に一番下、３の未来創造の分野です。本

分野では九州の東の玄関口として、交通機関の

結節機能を強化し、広域交通ネットワークの充

実に向けて取り組みます。また、スポーツ文化

の定着やスポーツツーリズムの推進を図り、地

域の活力を創造します。加えて、芸術文化のさ

らなる振興に向け、創造的で活力あふれる地域

社会の構築を進めます。 

 さらにその下、（４）の東九州新幹線等の推

進や（５）の新たな長期総合計画の策定に向け

ても取り組んでいきます。主な事業の詳細につ

いては、後ほど説明します。 

 続いて、６ページをお開きください。 

 資料の一番左、企画振興部①の７月補正の欄

に記載しているように、企画振興部の補正要求

額は３億９，１３５万４千円です。その下、計

の欄にあるように、令和５年度の累計額は８９

億９，４３７万９千円となります。これを右側

の４年度当初予算額（Ｂ）と比較すると１０憶

４２８万７千円の減となっています。予算減の

主な要因としては、ホーバークラフトの発着タ

ーミナルの整備に係る経費について、令和５年
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度当初予算で計上する予定でしたが、令和４年

度の国の地方創生拠点整備交付金を充当するこ

とが可能となっため、令和４年度３月補正予算

にて前倒し計上したことによる減があげられま

す。 

 それでは、今回の補正予算にかかる主な事業

について説明します。１８ページをお開きくだ

さい。 

 事業名欄の上から３番目、新長期総合計画策

定事業費です。補正予算額は１，３２４万４千

円です。この事業は、現行の長期総合計画が令

和６年度までとなっていることから、時代の潮

流を踏まえ、多くの県民の声を反映させた新た

な長期総合計画を策定するため、各分野の有識

者を構成員とする県民会議等を開催するもので

す。今後委員の人選を行い、９月には県民会議

を立ち上げ、議論を本格化させていきます。県

議会の皆様には、計画骨子の段階から随時報告

を行い、大所高所からの御意見をいただきなが

ら策定作業を進め、令和６年９月には成案を得

たいと考えていますので、どうぞよろしくお願

いします。  

 ２７ページをお開きください。 

 事業名欄の一番上、若年者移住サポート事業

費です。補正予算額は３，７９４万６千円です。

この事業は、資料右側の事業概要の欄にあるよ

うに、キャリアチェンジ大分移住促進として、

若年層のニーズに沿った広告媒体の活用による

大分県の魅力発信やキャリアコンサルタントに

よる移住転職に向けたキャリアサポートを行う

とともに、移住サポート制度のＰＲイベントを

実施するものです。また、企業連携による転職

なき移住の推進として、都市圏のリモートワー

クが可能な企業などに向けたモニターツアーを

開催し、移住を見据えた関係性の構築に取り組

むことにより、企業人材や個人事業主などの転

職なき移住につなげたいと考えています。  

 ４１ページをお開きください。 

 事業名欄の一番上、芸術文化活用交流促進事

業費です。補正予算額は９２６万８千円、当初

予算と合わせた累計額は２，５９３万７千円で

す。この事業は、昨年度開催した東アジア文化

都市事業を契機に、芸術文化の振興や地域活性

化の促進を図るものです。今回の補正では、資

料右側の事業概要マル特の箇所にあるように、

アートマネジメント人材の育成として、経営指

導員や地域おこし協力隊員などを対象に芸術文

化の担い手を支援し、観光や産業につなぐこと

ができる人材を育成する講座を開設します。ま

た、アーティストと産業等との連携では、アー

ティストや芸術文化団体を活用して、サービス

向上を図る飲食店などの事業者に対する支援を

行います。 

 ４４ページをお開きください。 

 事業名欄の上から２番目、おおいたラグビー

次世代継承事業費です。補正予算額は１，３９

６万３千円、当初予算と合わせた累計額は４，

５８１万１千円です。この事業は、ラグビー人

口の拡大及びラグビーを通じた地域活性化を促

進するため、大分県ラグビーフットボール協会

や横浜キヤノンイーグルスと連携した取組を実

施するものです。今回の補正では、資料右側の

事業概要マル特の箇所にあるように、大型イベ

ントを活用し、県民がラグビーに親しむ機会を

提供することを目的に、令和５年９月８日から

１０月２８日の間に行われるラグビーワールド

カップ２０２３における日本代表応援イベント

の開催に取り組みます。具体的には９月１０日

と１０月８日の日本時間午後８時に開催される

日本代表戦において、パブリックビューイング

の実施を予定しています。 

 ６５ページをお開きください。 

 事業名欄の上から２番目、ＭａａＳ推進事業

費です。補正予算額は１，３５４万５千円、当

初予算と合わせた累計額は２，４３３万６千円

です。この事業は、大分空港を起点とした持続

可能なＭａａＳ（マース）環境の構築を支援す

るものです。複数の公共交通や移動サービスを

最適に組み合わせ、検索、予約、決済等を一括

で行うことを可能とすることで、公共交通機関

の利便性向上などにつなげていきます。今回の

補正では、資料右側の事業概要マル特の箇所に

あるように、バスロケーションシステムやホー

バークラフト予約システムへの連携などに係る
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システム改修やＳＮＳ等を活用した広報活動、

アンケートによる利用状況調査を実施します。 

 最後に６６ページをお開きください。 

 事業名欄の上から２番目、東九州新幹線推進

事業費です。補正予算額は３８３万３千円、当

初予算と合わせた累計額は５６３万３千円です。

この事業は、東九州新幹線の整備実現に向けて、

各種媒体を活用した啓発活動を行うとともに、

国への要望活動を行うものです。事業の推進に

は関係エリア全体の機運の盛り上げが不可欠で

あることから、今回の補正では資料右側の事業

概要マル特の箇所にあるように、シンポジウム

の開催を通じて、九州や四国の関係県との連携

強化に取り組みます。現在の整備計画路線は着

実に進捗し、半世紀をかけてようやくその整備

が最終段階に入っています。本年６月に閣議決

定された骨太の方針でも、今後の方向性につい

て調査検討を行うという記述が加えられており、

次の整備計画の策定に向けた動きが始まるので

はないかと考えています。また、四国新幹線で

は、本年５月にルート案に関する四国４県の意

見がまとまり、取組がさらに加速していくもの

と思われます。四国新幹線が豊予海峡を通じて

東九州新幹線とつながれば、人流、物流の活性

化など、双方の価値が飛躍的に高まります。四

国新幹線の動きに遅れをとることのないよう、

東九州新幹線の実現に向けて、引き続き取組を

進めます。 

太田副委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。事前通告者が１４

名と、かなりの人数となっている中で、時間が

限られています。重ねて執行部の皆さんに申し

上げます。より簡潔な答弁をお願いします。 

 また、委員の皆様にも申し上げます。質疑に

ついてもできるだけ簡潔にするなど、進行に御

協力をお願いします。  

 それでは、順次指名します。 

猿渡委員 予算概要４２ページの芸術文化スポ

ーツ振興の関係ですが、多くの県民が文化芸術

に触れられるように、トラックを改造した移動

ステージで県下の津々浦々に出かけていく取組

を進めてはどうかと考えます。これはある文化

関係の方からいただいた御意見なんですけれど

も、今非正規雇用が４割となって、物価は高い、

生活が大変という中で、文化芸術に触れること

が一部の人のものではなく、幅広く県民に楽し

んでいただくことが大事ではないかとのことで

した。 

 二つ目ですが６６ページ、生活交通路線支援

事業費の関係です。ユニバーサル観光が本会議

でも議論になりましたが、大変大事だと考えて

います。その環境を整えるユニバーサル交通の

環境整備はどのように進んでいるのか。ユニバ

ーサルデザインタクシーの導入支援策を一昨年

度から実施していますが、活用状況はどうでし

ょうか。また、今タクシーのドライバーが減少

しています。せっかく人の交流が盛んになって

いる、人の動きが盛んになっている中で、夜間

の交通手段の確保のための何らかの施策が必要

ではないかと考えますが、どうでしょうか。 

三浦芸術文化スポーツ振興課長 一つ目のトラ

ックを活用した移動ステージについてお答えし

ます。 

 多くの県民が芸術文化に触れることは大変重

要だと考えており、県としてこれまでもアウト

リーチ型の取組を進めてきました。昨年度はＮ

ＰＯ法人大分県芸術文化振興会議による文化キ

ャラバンが４２回、総合文化センターによる、

おでかけクラシックコンサートが１７回、アル

ゲリッチ財団によるピノキオコンサートが８回、

地域拠点コンサートが２回、あるいは県美展の

巡回展が１７回、県立美術館による出張美術館

が２回といった形で、かなりアウトリーチ型の

取組を進めてきています。 

 このほかにも県芸術文化祭や東アジア彫刻展

の紹介展など、公立施設等や学校を活用しなが

ら、地方でも鑑賞できる機会をつくってきまし

た。本県では各市町村において、公立文化施設

が充実してきているので、まずはこうした施設

を活用した取組を進めていきたいと思っていま

す。トラックを改造した移動ステージについて

は、ニーズの有無も含めて研究をしてみたいと

思います。 

藤川交通政策課長 三つほど質問をいただいた
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ので、順次お答えします。 

 一つ目のユニバーサル観光、ユニバーサル交

通を進めるための環境づくりですけど、我々と

しては、誰もが安心して公共交通を利用できる

ようにとの観点で進めています。この後で説明

するユニバーサルデザインタクシーのほか、平

成２９年度から令和３年度にかけてＪＲの六つ

の駅のバリアフリー化に対して支援を行ってい

ます。また、バスに関しても平成２２年度から

複数市町村をまたがる路線を走るノンステップ

バス、あるいはワンステップバスの購入経費に

対して助成を行っており、昨年度まで全部で２

９台のバスに助成を行っています。 
 ２問目のユニバーサルデザインタクシーの導

入支援策の活用状況ですが、この事業はタクシ

ー事業者が行うユニバーサルデザインタクシー

の導入に際して、車両本体価格の３分の１、上

限６０万円について支援をするものです。実績

については、令和３年度が１６事業者で３０台、

令和４年度は７事業者で１１台となっているん

ですけど、これについては半導体不足の影響で

納車が間に合わなかったため、今年度に繰り越

している分があり、その繰越分が１３事業者で

２２台分なので、令和４年度分で言うと２０事

業者で３３台となります。本年度も３０台程度

を目標に今事業を実施しています。 

 続いて、３点目の夜間の交通手段確保につい

ての施策です。報道等でもありましたが、別府

で週末の夜にナイトバスを無料運行する事業を

８月下旬から実施予定と伺っています。この事

業に関しては、県は観光振興の観点から東部振

興局が地域活力づくり総合補助金により、事業

費の３分の１を支援しています。 

 一方、委員が御指摘のタクシーのドライバー

不足のことなんですが、コロナ禍によって利用

者が減って、タクシー運転士もかなり辞めてい

っていると。それがお客さんが戻っているんで

すけど、タクシーの運転士が不足している状況

で、その回復が困難なことは我々としても非常

に大きな課題だと捉えており、２０２４年問題

も来年からなので、タクシーのみならずバスの

運転士も含めて、人材の確保については今現在

どういったことができるかを検討しています。 

猿渡委員 ありがとうございます。以前に比べ

ると、いろんな努力をして進んできているとは

思うんですけれども、障がいをお持ちの方や関

係者に御意見を聞くと、障がいがある方とない

方と、平等な移動方法が確保されていないと考

えているとおっしゃっています。 

 バスについても、ノンステップバスの普及が

遅れている、１時間前に車椅子の方などが予約

しなければ乗れないとか、電車に関してもホー

ムのバリアフリー化が進まないとか、電車内の

ユニバーサルスペースも少しは進んできたよう

ですが、なかなか十分でない、確保されていな

い、電車と電車の間のスペースに車椅子が乗ら

ないといけない状況もまだまだあるとのことで

す。 

 空港に関しても、空港までのアクセスが困難、

タクシーに関しては予約が取りにくい上、１７

時以降は全く受け付けてくれないなどと、平等

に欠けた問題が山積しているとの御意見をいた

だいています。こういう御意見を踏まえて、今

後さらに取組を強めていただきたいと思います

ので、よろしくお願いします。 

堤委員 まず、予算概要２９ページの日田彦山

線ＢＲＴ地域振興支援事業費の関係と宇佐駅機

能強化地域・観光活性化事業費、これは周辺地

域の振興を図るためにこういう施策を講じてい

ると思うんですけれども、今後の高城駅とか―

―これは７月１日に無人化されたけれども、大

在駅等の無人化によって安全性の欠如や乗降の

敬遠などが本当に危惧されるんだけど、地域振

興との関わりで無人化については中止をすべき

じゃないかと思うんですけれども、振興と無人

化との関わりについて聞きます。 

 二つ目、３６ページの外国人受入環境整備事

業費の関係で、今現在ウクライナから避難され

ている方は何名大分県内にいるのか。それと、

そういう方へのサポート――昨日かな新聞に出

ていたけど、そういうサポートはどうなってい

るかを二つ目に聞きます。 

 最後に６６ページ、東九州新幹線推進事業費

と太平洋新国土軸構想推進事業費の関係で、知
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事の提案理由、さきほど部長も同じことを繰り

返して言ったんだけれども、東九州新幹線と四

国新幹線の基本計画から整備計画への格上げの

問題で、機運醸成を図っていくんだと。これは

今回初めて東九州と四国が同列に出た。これに

ついてどうして同列になってきたのか、その経

過を、今まで全くそういう話はなかったわけね。

今回、知事が替わってすぐこの問題が出ている

わけだね。そこら辺が、何か同列にしなきゃな

らないことがあるのかを聞きます。 

 あと、豊予海峡ルートのプロジェクトチーム

――ＰＴが立ち上がったんですけど、それは議

論としてどうされているのか。今後のＰＴの活

動がどうなっているかと思います。とりあえず、

それだけで。 

藤川交通政策課長 私から２点お答えします。 

 まず、駅無人化の部分ですけど、従来から、

県ではＪＲ九州に対して駅員の継続的な配置や

無人駅の解消、やむなく無人化をする場合は事

前の地元協議と駅無人化ガイドラインに沿った

運用の徹底を毎年要請しています。駅の要員配

置は、鉄道事業者が適切に判断すべきものと考

えますが、その際に大事なのが無人なのか有人

なのかより、障がい者や高齢者も含めて全ての

方が不自由なく、安全に利用できる環境を確保

できているかだと今も考えています。県として

は、安全対策を置き去りにして安易に無人化す

ることがないよう、引き続きＪＲには要望して

いきたいと思っています。 

 ２点目の東九州新幹線、四国新幹線の関係と

豊予海峡ルートについてお答えします。東九州

新幹線と四国新幹線が豊予海峡を通じてつなが

ることで、東京、名古屋、大阪の巨大経済圏と

短時間で結ばれることから、人と物流の活性化

やリダンダンシーの確保など、双方の価値が飛

躍的に高まると考えています。四国新幹線につ

いて、本州方面のルートに関して四国４県の意

見がまとまったことから、取組がさらに加速し

ていくのではないかと思われます。この四国新

幹線の動きに遅れを取ることがないよう、県民

の関心を高める取組を進めるとともに、関係県

とも連携していきたいということです。 

 庁内ＰＴについては、豊予海峡ルートに関す

る庁内ＰＴということで、先月の２１日に第１

回目を開催しました。内容なんですけど、これ

まで大分市が調査、研究してきた結果について

大分市の職員から説明を受けて、庁内で情報共

有を図りました。これからも必要に応じてＰＴ

を開催し、各部局を通じて幅広く課題の洗い出

しとか整理等を行っていく予定です。 

荻国際政策課長 私からはウクライナからの避

難者の状況についてお答えします。 

 現在、県内では別府市において１４世帯、２

８人の避難民の方が生活しています。避難民の

サポートについては、日本財団が１人当たり年

間１００万円の支援金を支給しているほか、別

府市が市営住宅を無償提供、さらにＮＰＯ法人

が日常の生活相談や運転免許取得支援を行うな

ど、様々な団体がその役割に応じた支援を行っ

ています。 

 県としても、昨年度に皆様から御寄附をいた

だいた約１千万円を原資として、年間１０万円

の応援金等を支給しているほか、関係団体を集

めた会議を２か月に１回開催し、情報共有を図

っています。今後とも関係団体と連携しながら、

きめ細やかな支援を図っていきます。 

堤委員 駅無人化の問題について、ずっと同じ

答弁を繰り返してきたんだけれども、実際はな

かなかそういうところを聞いていないのではな

いかとの危惧があるわけね。そこら辺、粘り強

く無人化が前提ではなくて、有人であることが

基本的な安全対策の一番なんだから、そこを積

極的にやっていただきたいと思います。 

 東九州と四国新幹線の関係で、さきほど気に

なったのは、部長が機運醸成のことだけしか話

していないわけね、豊予海峡も含めてね。これ

は議会で私も毎回言うんだけれども、機運醸成

で経済効果とか人流や物流が増えるとか、そう

いうことだけじゃなくて、ストロー現象が起き

る問題、様々な交通や並行在来線が衰退する問

題、高速道路を見れば分かるわけね、高速道路

は通行が多いけれども、下の道はすっからかん

ですよ。そういうことが必ず起きるんだけど、

あなた方はそれを全く言わないわけね。その上
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で、今度シンポジウムを開こうと。過去のシン

ポジウムの資料を見ても、わずか半ページぐら

いですよ、問題があるとすれば。これじゃいけ

ない。きちっと県民には、具体的にどういう問

題があるんだと説明しなければいかんですよ。

行け行けどんどんじゃないんだから。これを実

際やろうと思えば、結局県民負担になるんだか

ら、そこら辺は部長としてどう考えているのか。

あなた自身として、今回の問題点を具体的にシ

ンポジウムの中で明らかにしていくつもりなの

か、そこら辺をきちっと答えて。 

山田企画振興部長 お答えします。 

 無人化の問題については、委員がおっしゃっ

たとおり、従来から基本は有人でとＪＲにお願

いしています。やむなく無人化をする場合は、

とにかく障がいのある方もない方も、誰もが安

全に利用できる体制をつくることでお願いして

いるので、基本は有人だというのは私どもも守

っています。 

 それから新幹線の問題ですが、委員がおっし

ゃったとおり、既に整備新幹線が全国各地でど

んどん進んでいます。そこには今おっしゃたよ

うな並行在来線の問題とか、あるいはストロー

現象とか、様々な問題も発生しています。当然

そこは避けて通れない問題であり、しっかりと

議論をしながら、県民の理解を深めていくこと

が大事だと、私どもも認識しています。一方で

四国新幹線とつながることで、新幹線のメリッ

トの部分も大幅に向上する。今回、四国新幹線

が急に出てきたわけではなくて、もともと昭和

４８年にできた基本計画の中で、四国新幹線は

大阪を起点、大分を終点と定められています。

唐突に出たわけではなくて、もともとがそうい

う計画になっているので、それをベースにどう

いうメリットがあるのかも、きちんと数字で示

せるようにしなければいけないと考えています。

メリットの部分、課題の部分、両方をきちんと

お示しして議論していく姿勢で臨んでいきたい

と思っています。 

堤委員 基本計画路線で四国新幹線とかがある

わけね、前から新国土軸構想の中にあるわけで

す。しかし、これまでの議会の中で四国新幹線

が今回のような形で出てきていなかった、今回

の議会で初めてですよ、それはここ２０年間の

議会の議事録を見てくださいよ、ないんだから。

これだけのことをやろうと、県としては考えて

いるわけでしょう。しかし我々とすれば、そこ

は考えるべきだと。いろんな問題があるので、

そっちの方もきちんと県民に知らせていかない

と、やはり一方だけやると大きなミスになる、

課題を残すわけですよ。そういう点を強く求め

て、今度シンポジウムに私も行きますけれども、

ぜひ課題についてもきちっと誰かが発言できる

ように、そういう体制を取ってやるようにして

ください。これは要請しておきますから、よろ

しく。 

大友委員 ２点の事業についてお伺いします。 

 一つ目、予算概要１８ページです。新長期総

合計画策定事業費についてです。多くの県民の

声を反映させた計画を策定すると事業概要欄に

ありますが、県民会議の構成はどのようなメン

バーで、何人程度で予定をしているのか。それ

と、県民会議のほかにも県民の声を反映させる

具体的な工夫があれば、その内容もあわせてお

願いします。 

 そして２点目の事業、若年者移住サポート事

業費、予算概要２７ページです。転職なき移住

を希望する人は、住む場所に制約がないと考え

られるけれども、そうした中で大分県を選んで

もらうための取組、これはどのような形で行っ

ていくのか。あと、モニターツアーをどのよう

に移住に結び付けるのか。そして、県外在住の

若年女性に向けて、具体的にどのようなアプロ

ーチをするのか。そしてもう一つ、若年女性の

移住の動向はどのようになっているのかをお伺

いします。 

小野政策企画課長 私から新長期総合計画の策

定事業についてお答えします。 

 まず、県民会議の構成等についてです。この

県民会議は県政全般について、総合的に議論い

ただく場となりますので、構成される方につい

ては、経済団体や労働者団体、大学、金融機関

をはじめ、福祉や環境、芸術文化やスポーツ、

農林水産業や観光産業、そして教育など、様々
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な分野の有識者に参画していただきたいと考え

ています。 

 また、長期総合計画の委員としては、初めて

となりますけれども、３人の公募枠委員を設け

ることとしており、全体で約６０人程度を予定

しています。委員には専門に応じて安心、元気、

未来創造の三つの分野別部会及び総合調整部会

に分かれていただき、今後の本県のあるべき姿

や具体的な取組などを議論いただきます。これ

に加えて、市町村長や地域住民の声を伺う場も

設けることとしています。 

 次に、県民の声を反映させる工夫についてで

す。現在１８歳以上の県民５千人を対象として、

県民意識調査に取り組んでおり、８月下旬まで

に回答いただくこととしています。また、未来

の主役である若者の声をしっかり受け止めると

の思いで、高校生を対象としたオンラインアン

ケート調査の準備も今進めています。 

 県議会に対しては、こうした調査結果を含め

て、策定作業の各段階で報告することとしてお

り、素案を取りまとめる前の段階で全議員から

意見を伺う場を設けたいと考えているので、御

助言いただきますよう、よろしくお願いします。 

工藤おおいた創生推進課長 私からは２点の質

問に順次お答えします。 

 まず、転職なき移住を希望する人に大分県を

選んでもらえる取組、それとモニターツアーを

どのように移住に結び付けるかという点です。

令和３年３月に富士通株式会社と地方創生や地

域課題の解決、地域の産業活性化などを目的に

包括連携協定を締結しました。この協定が発端

となり、転職せずに大分県へ移住された、いわ

ゆる転職なき移住者は、これまでに１８人の社

員に上っています。富士通に続く企業と連携す

ることで、転職なき移住を加速させたいと考え

ています。 

 具体的には、都市圏等の企業の人事担当者や

管理職等を対象とするモニターツアーを実施し、

遠隔勤務やフィールドワークなどを体験する機

会を提供します。このモニターツアーを通して

リモートワークを積極的に進める企業に本県へ

の興味と関心を高めてもらい、希望する社員の

移住に結び付けたいと考えています。あわせて

プログラマーやデザイナーなど、いわゆるフリ

ーランスの方も転職なき移住が可能であり、こ

うした方を対象としたＷｅｂサイトの作成やイ

ベントの開催など、情報発信も強化することと

しています。 

 次に、県外在住の若年者に向けて具体的なア

プローチ、それと若年女性の移住の動向につい

てお答えします。まず、インスタグラムなどに

おけるＳＮＳ広告やＷｅｂ広告を実施すること

で県外在住の女性が気付いていない、魅力ある

県内企業や大分での暮らしを発信します。また、

キャリアアドバイザーによる面接練習や履歴書

の添削等の就職試験に向けたサポートを行うと

ともに、個人の希望や適性に合った就職先との

マッチングを図るなど、転職移住に向けたきめ

細かな伴走型支援を実施します。 

 また、若年女性の移住動向についてですが、

県が把握している移住者のうち２０代、３０代

の女性の割合は、令和２年度が１６．８％、令

和３年度は１８．３％、令和４年度は１７．

６％とほぼ横ばいで推移しています。本事業で

移住を希望する若者に寄り添った支援に力を入

れ、一人でも多くの移住につなげたいと考えて

います。 

大友委員 長期総合計画に関しては、県政運営

の基礎となるものなので、しっかりと県民の望

む計画を立てていただくことをお願いします。 

 それから移住の方ですが、これは全国各地で

移住という話になっていて、地域間競争になる

ので、しっかりと大分の魅力を発信しながら特

色を出して行っていただきたい、引き続き取り

組んでいただきたいと思うんですけれども、１

点、基本方針の中で安心の基本方針の中に、移

住・定住のための環境整備とあります。この事

業も、その下のＵＩＪターンの分もそうですけ

ど、いろんな移住に対しての事業があるんです

けど、定住に対しての事業はどういうものがあ

るんですか。それを教えてください。 

工藤おおいた創生推進課長 定住ということで

あれば、移住者がずっと定住していただく取組

としては、移住者支援団体の育成に取り組んで
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います。 

大友委員 移住というのは入ってくる方ですね。

定住というのは移住してきた方が住み続けると

ともに、その地域で育った若い方もそこに居続

ける、住み続けることも定住だと思うんです。

いくら移住でどんどん人が入ってきても、地域

で育った若者が外に出ていく現状があるので、

移住してきた方もそうですし、そこで育った若

者もそうなんですけど、しっかりと定住してい

くような施策を、もう少し手厚くやった方がい

いんじゃないかと思うんですが、その辺につい

ていかがでしょうか。 

工藤おおいた創生推進課長 委員がおっしゃる

ように、いくら移住をしてきても、それ以上に

出ていってしまえば人口は減ってしまうので、

今県内学生の定着は、商工観光労働部でやって

います。そのほかに私どもとしては、住み慣れ

た地域に住み続けられるようにと、小規模集落

対策やそういった地域の活力ある対策、そうい

ったものにも取り組んでいます。（「しっかり

取組をお願いします」と言う者あり） 

清田委員 概要書の３４ページです。海外戦略

総合対策事業費のうち２５５万５千円、インド

ネシアへの展開支援が上げられているけれども、

端的になぜインドネシアなのかをお聞かせくだ

さい。 

 それと２点目ですが、おおいたラグビー次世

代継承事業費、概要書４４ページです。さきほ

ど部長からの説明で少し触れられていましたけ

れども、日本代表応援イベントの具体的な実施

方法、内容についてもう少し詳しく説明いただ

きたいのと同時に、本県でも前回のワールドカ

ップで、かなり好カードが組まれました。その

レガシーをいかに残していくのか、そのための

取組に関してもあわせてお伺いします。 

荻国際政策課長 インドネシアへの展開支援を

新たに行う理由についてお答えします。 

 新型コロナウイルス感染症に係る水際対策の

撤廃により、県内の在留外国人数は急速に増加

していますが、中でもインドネシア人の増加は

著しく、令和３年末の６９５人から最新の令和

４年末は１，３５９人とほぼ倍増している状態

です。人手不足が深刻化する中で、特にインド

ネシアから優秀な人材を取り込むことが喫緊の

課題と考え、今年１月には在インドネシア大分

県人会長を大分県外国人材アドバイザーとして

任命し、本事業を補正予算に計上しています。

今後はアドバイザーの知見を得ながら、また商

工観光労働部等の関係部局と連携しながら、イ

ンドネシアからの優秀な人材の受入れにはずみ

を付けていきたいと考えています。 

三浦芸術文化スポーツ振興課長 ラグビーワー

ルドカップについて、日本代表を応援するイベ

ント、それとレガシーについてお答えします。 

 今回、ラグビーワールドカップが開催される

にあたり、日本代表戦の対チリ戦及び対アルゼ

ンチン戦の２試合について、大分駅前広場の大

屋根下に大型スクリーンを設置して、パブリッ

クビューイングを行うことにより、多くの県民

に観客として応援する機会をつくりたいと思っ

ています。４年前のラグビーワールドカップの

際には、ビールや軽食を片手にラグビーを観戦

する欧米スタイルが、かなり受け入れられてき

ていたので、今回もそれに倣って飲食ブースを

設置して、同様の形が取れるような方策を取っ

ていきたいと思っています。また、ラグビーに

関連するステージイベントもつくっていきたい

と思っています。 

 それから、ラグビーのレガシーについてです

が、まずラグビーリーグ１に所属している横浜

キヤノンイーグルスが令和２年に本県をセカン

ダリーホストとしていただき、県内で毎年主催

試合を開催しています。キヤノンイーグルスは、

このほかにも県内各地で子どもたちを対象にし

たラグビー体験会、あるいは地域との交流、さ

らには高校生に対する技術指導、そういったも

のも連携して進めていきたいと考えています。 

 また、ラグビーワールドカップを通じて県内

の練習施設等の環境をかなり周知できたと思っ

ており、これに伴ってラグビーを中心にナショ

ナルチーム、あるいはトップチーム、そういっ

たところが合宿地として本県を選んでいただく

ことが次第に増えてきました。４年前のラグビ

ーワールドカップの感動と興奮を県民の皆様と
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再度享受して、地域の元気づくりに寄与したい

と考えており、多様性や尊重といったラグビー

の持つ魅力を改めて県民の皆様に伝えて、子ど

もたちの豊かな心の醸成にも貢献していきたい

と思います。 

高橋委員 今の清田委員と同じく、予算概要の

３４ページの海外戦略総合対策事業費、７月補

正予算が２５５万円。これがインドネシアへの

展開支援のための予算としてまるっと計上され

ているわけですけれども、なぜインドネシアな

のかは今御回答いただきましたし、少し状況は

分かったんですけれども、もう少し展開支援の

事業内容について、詳しくお願いします。 

荻国際政策課長 インドネシアへの展開支援の

事業内容についてです。 

 今回の事業では、インドネシアから優秀な人

材を取り込むことを目的として、今年度下半期

に関係各部局でインドネシアを訪問する予定と

しています。具体的には、商工観光労働部等の

関係部局とともに現地政府や大学、県人会、Ａ

ＰＵ校友会等を訪問し、優秀な人材の取り込み

に向けた協議を進めていく予定としています。 

高橋委員 ありがとうございます。今、日本の

深刻な人材不足を、外国からの優秀な方を入れ

て補うことでやっていこうとするんだけれども、

いろいろと聞いてみると、今は東南アジアの方

が、かつては日本に進んできていたのが、だん

だん今は日本を避けるわけじゃないんですけれ

ども、日本が選択肢から外れつつあるようなこ

とも聞いています。それは日本の今のいろんな

経済状況とかで、それだけに日本や大分の魅力

をぜひ相手に分かりやすく、大分に行ってみた

いとなるような取組をぜひよろしくお願いした

いと思います。 

御手洗（朋）委員 まず、予算概要２１ページ

の公立大学法人運営費交付金についてです。若

者の県外流出の抑制は、人口の社会減に有効で

あると考えられますが、芸術文化短期大学の存

在は一定の貢献を果たしていると思われます。

卒業後の県内就職数等の現状についてお伺いし

ます。 

 もう一つは２７ページ、さきほども少し触れ

られましたけれども、ふるさと大分ＵＩＪター

ン推進事業費についてです。地域になじめない

など、移住後の生活に不安を抱えている方もい

るようですが、移住支援団体はどのような活動

をしているのでしょうか。また、包括連携協定

企業についてはさきほど出ましたので、もしさ

らに付け加えて詳しい説明があれば、あわせて

よろしくお願いします。 

小野政策企画課長 私から芸術文化短期大学の

卒業後の県内就職数等の現状についてお答えし

ます。 

 令和５年３月の卒業生のうち、就職した方が

２３５人いますが、このうち１６０人が県内で

就職しています。県内就職率は６８％となって

おり、これは５年前の平成３０年３月の卒業生

と比べても７ポイント増加している状況です。

要因として考えられることですが、学生が県内

各地に出向いて地域の方と触れ合いながら実践

的な学習活動を行う、これをサービスラーニン

グと呼称しているんですけれども、こうしたサ

ービスラーニングに継続して大学が取り組んで

いることで、参加学生の中で県内で働くことに

対する関心が高まったこともあるのかなと思っ

ています。 

 また卒業生の就職の出身地別で見ると、県内

出身者のうち、県外に就職された方が２１人い

ます。逆に県外出身者で引き続き大分県にとど

まって県内で就職をされた方が３７人となって

います。流出が２１人で流入が３７人なので、

差し引きすると１６人はプラスに働いた状況で

す。芸術文化短期大学は、芸術系と人文系を併

設する唯一の公立短期大学という特色があり、

引き続きその特色をうまくいかして他県から若

者を呼び込めるような、そういう魅力ある大学

づくりを促進していきたいと考えています。 

工藤おおいた創生推進課長 ２点御質問をいた

だきました。 

 まず、１点目の移住支援団体の活動内容につ

いてですが、移住者と地域住民の双方が安心し

て地域で暮らしていけるようにするため、移住

希望者からは見えにくい自治会費をはじめとす

る自治会ルールの見える化や移住者が地域住民
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と交流する機会を創出するものです。具体的な

取組としては、移住希望者向けツアーや交流会

を開催するとともに、自治会ルールを明記した

地域カルテの作成などを行っています。 

 続いて、包括連携協定の企業についてですが

さきほど申し上げた中でちょっと違う観点と言

うか補足ですが、富士通では令和２年７月から

コアタイムのないフレックス勤務、在宅勤務の

環境整備費補助の支給、遠隔地から勤務できる

制度の整備など、新たな働き方としてワーク・

ライフ・シフトを推進しています。この取組の

一環として単身赴任の解消、あるいは家族事情

によるものであれば遠隔勤務を順次認めている

ようです。しかし、大分県においては、この協

定を結んでいることで、それらの事情がない方

であっても、御本人が大分県への移住を希望し

て、所属長が認めた場合には遠隔勤務が可能と

なっています。 

御手洗（朋）委員 ありがとうございました。

今のお話を伺って、一定の成果が出ていると思

っています。人口減については喫緊の課題なの

で、引き続きの取組をお願いして、私の質疑を

終わります。 

若山委員 私からの質疑は２点です。 

 予算概要２９ページになりますが、日田彦山

線ＢＲＴ地域振興支援事業費について、同じく

２９ページの下段、宇佐駅機能強化地域・観光

活性化事業費について、それぞれ具体的な取組

内容をお知らせください。 

工藤おおいた創生推進課長 まず、日田彦山線

ＢＲＴ地域振興支援事業費について説明します。

平成２９年７月の九州北部豪雨災害により被災

し、不通となったＪＲ九州日田彦山線がＢＲＴ

で復旧することに伴い、沿線地区の地域振興へ

の取組としてソフト事業３分の２、ハード事業

２分の１の補助率により、日田市に対して支援

することとしています。令和５年度の主な取組

としては、今山駅を活用した公園の整備、福岡

県等と連携したオープニングイベントの開催、

それからトイレ整備２件、道路改良工事２件な

どが予定されています。 

 続いて、宇佐駅機能強化地域・観光活性化事

業費について説明します。本事業は、北部振興

局が地域課題の解決に向けて実施する事業です。

ＪＲ宇佐駅の機能強化を図り、近隣地域のさら

なる発展と宇佐市観光の活性化につなげるため、

宇佐市と連携の下、必要施策を検討、実施する

プロジェクト会議を立ち上げ、宇佐神宮創建１

３００年を迎える令和７年の宇佐駅リニューア

ルを目指しているものです。今年度は既にプロ

ジェクト会議を立ち上げており、地元住民との

ワークショップを開催するとともに、来年度に

改修を予定している駅舎のコンセプトデザイン

案等の策定を行うこととしています。 

若山委員 ありがとうございます。日田彦山線

についてはオープニングイベント等で支援事業、

補助事業ということ。宇佐駅についてはこれか

らの事業、また継続していく可能性がある事業

で、計画の策定が今年度の目標ということでよ

ろしいでしょうか。 

工藤おおいた創生推進課長 おっしゃるとおり

です。日田彦山線の事業は今年度から実施、宇

佐駅については、今年度は検討と計画をつくり、

来年度に着手する予定になっています。 

若山委員 令和７年の駅リニューアルを目指す

とのことなので、この計画策定に向けて一緒に

なって連携をしていただき、ハード面について

も、県の協力をいただければと思っているので、

よろしくお願いします。 

吉村（尚）委員 予算概要の６５ページのＭａ

ａＳ推進事業費についてです。正直言って、私

自身もまだＭａａＳという言葉そのものに十分

耳慣れていないと言うか、イメージがまだ十分

でないところもあって、そういう中での質疑に

なるから、御容赦いただきたいと思います。 

 大分空港を起点にすることで、交通利用者に

おけるサービスを高めていくことになるかと思

うんですけれども、その中で、大分空港が起点

になれば、観光客を特に対象にしているのかな

と思えてしまいます。やはりこういうものを構

築していく上で、地元住民にとっても当然使い

やすいと言うか、利便性の高いものになってい

くべきだろうと思います。その辺をどう検討し

て取り組んでいく予定なのか、まず１点お伺い
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したいと思います。 

 それから、ある意味交通弱者になり得てしま

う高齢者の立場に立って考えると、このＭａａ

Ｓについて、どういう対応や配慮がなされてい

くのか、検討しているのかについてお伺いしま

す。それからもう一つ、デジタルチケットの造

成と書かれていましたが、その支援ですけれど

も、具体的にどのようなことなのか教えてくだ

さい。 

 最後に、少し唐突過ぎるかもしれませんが、

これは他の自治体で少し見たんですけど、マイ

ナンバーカードと接続していると、ひも付けし

ていると見たことがあるんですけれども、こう

いうことについては何か考えている、検討して

いる部分があるのかについて、お伺いします。 

藤川交通政策課長 ４点についてお答えします。 

 まず、１点目の地域住民にとってのところで

すが、今取り組んでいるのは委員がおっしゃっ

たとおり、大分空港を起点としたＭａａＳなの

で主に観光客向けになりますが、今回の補正予

算では、バスの位置情報が分かるバスロケーシ

ョンシステムと連携することをお願いしていま

す。こういったところで、地域住民にとっても

より身近なものになると考えています。加えて、

今後はホーバークラフトとか、あるいはタクシ

ーなどの交通事業者とも連携することで、より

地域住民が使いやすいものになるように取り組

んでいきたいと思っています。 

 ２点目の高齢者への対応や配慮では、Ｍａａ

ＳはスマートフォンにＭａａＳ専用のアプリを

ダウンロードして使っていただくことになりま

す。そのアプリそのものに特に高齢者に配慮し

た機能があるかというと、そうではなくて、や

はりスマートフォンが本来持っている文字の設

定を大きくするとか、ピンチイン、ピンチアウ

トで見やすくするとか、そういった部分で高齢

者にも操作していただくことになります。そう

なると、スマートフォンの操作が必要になりま

すが、市町村で今スマートフォンの使い方研修

等を行っているので、そういった部分について

は、県としても商工観光労働部で支援を行って

います。このような事業によって、高齢者等が

取り残されることがないように、しっかりデジ

タルデバイドの解消に努めていきたいと思って

います。 

 ３点目のデジタルチケットの造成の部分です

が、これは例えですけど、別府市のバス会社が

別府市内１日フリー乗車券を窓口で人の手を介

して販売しています。これをデジタル化してＭ

ａａＳのアプリから購入できるようにしようと

いうことです。ただ、デジタル化するのに経費

がかかるので、その部分について支援を行いた

いと考えています。 

 ４点目のマイナンバーカードの接続ですが、

さきほど言ったように、スマートフォンにアプ

リをダウンロードして使っていただくことで、

アプリの機能に依存する部分があって、そのア

プリを展開しているシステム会社に尋ねました

が、現時点ではマイナンバーカードと連携する

考えはないとのことでした。 

吉村（尚）委員 ありがとうございました。誰

もが使いやすいシステムが構築できればと思う

んですけど、既に実証実験が行われているかと

思います。その辺について、少し進捗状況とか

成果なり課題なりが現時点で何かありましたら

お願いします。 

藤川交通政策課長 昨年度、実証実験を行いま

した。その結果、アンケートを取りましたが、

非常に使いやすいとの意見をいただいた一方、

もう少し交通手段が増えてくれるとありがたい

といった意見もあったので、いろんな交通事業

者にお声かけをして、このアプリから検索なり

決済なりができるようにしていきたいと考えて

います。 

福崎委員 私からの質疑は２点です。 

 まず１点目ですが、予算概要３６ページの旅

券事務費についてお伺いします。さきほどから

お話に出ていますが、新型コロナ感染症が５類

に移行になって、水際対策が撤廃された関係で、

パスポートの発券も増えてきているのではと思

いますが、パスポートの発券状況がどういう状

況なのか教えていただきたいと思います。 

 それからもう１点、４１ページの芸術文化活

用交流促進事業費ですが、昨年東アジア文化都
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市２０２２大分県が開催されたんですかね。そ

の成果について、今後どのようにいかすことが

大切だと考えているのか。また、どのように継

承、発展させていこうと考えているのか、その

２点についてお伺いします。 

荻国際政策課長 パスポートの発行状況につい

てお答えします。 

 直近のピークであった令和元年のパスポート

年間発行件数は２万６，６５１件でしたが、コ

ロナ禍により令和２年は６，１２８件、令和３

年は１，９９８件と急激に減少しました。しか

し、水際対策が緩和された令和４年は５，２８

０件と増加に転じ、今年は６月末現在で８，６

６４件と既に昨年を上回って、急速に増加して

います。現時点で業務に支障は生じていません

が、今後ともパスポート発行状況の推移には十

分留意したいと思います。 

三浦芸術文化スポーツ振興課長 東アジア文化

都市に関してお答えします。 

 昨年度実施した東アジア文化都市事業につい

ては県民総参加のテーマの下、県内各地で様々

な公演ができました。本県の芸術文化の懐の深

さを示すことができたのかなと思っています。

この事業を契機にして、今後より一層芸術文化

の振興や地域活性化を図るために、次の三つの

観点から取組を進めていきたいと考えています。 

 一つ目ですが、芸術文化を産業や観光など社

会経済の新たな活力につなげていきたいと思っ

ており、具体的には飲食店等の店舗で芸術文化

に触れ合う機会を提供するなど、経済活動に文

化面での付加価値を付けていきたいと考えてい

ます。 

 二つ目ですが、このように芸術文化と産業、

観光を結び付ける、そういった人材が必要だろ

うと考えており、こういったアートマネジメン

ト人材を育成していきたいと思います。 

 三つ目ですが、国際文化交流のさらなる推進

を図りたいと思っており、国際交流には言葉の

壁とか渡航費が非常に多額に上るとか、そうい

った壁があろうかと思います。そういった様々

なハードルに対して、丁寧に対応していきたい

と思っています。今後も東アジア文化都市事業

で得た成果をしっかりといかして取組を進めて

いきたいと思っています。 

福崎委員 パスポートの発券については増えて

きているとのことですので、漏れのないように、

遅れのないように対応していただきたいと思い

ます。 

 また、東アジア文化都市の成果については、

大変よかったとのことですから、盛り上がって

冷めないうちに次につなげていく、そしてまた

さらに盛り上げていくことで、今言われたこと

については速やかな対応と実施、取組をお願い

したいと思うので、よろしくお願いします。 

森委員 予算概要の２８ページ、空き家対策促

進事業費９，５８９万８千円について、内訳の

中で利活用の促進に約８，３００万円とありま

す。事業によるこれまでの成果と本年度予算の

内訳及び県営住宅を活用した空き家活用の促進

について詳しく教えてください。 

 続いて、同じページの下側にある地域活力づ

くり総合補助金５億円、この中に空き家の利活

用について記述されていますが、その予算規模

と内容を詳しく教えてください。 

 続いて予算概要２９ページ、ネットワーク・

コミュニティ推進事業費９，５４０万６千円で

す。新規の事業実施地区数、継続事業の地区数、

これまで取り組んできた地域の状況について教

えてください。また、さきほど大友委員からも

少し言及がありましたが、地域に居住意向のあ

る子育て世帯へのネットワーク・コミュニティ

における対策について、あわせて教えてくださ

い。 

 最後に予算概要５２ページ、おおいたブラン

ド戦略強化事業費です。宇宙港開港を目指し、

県民等の機運醸成を続けていく必要があります

けれども、ヴァージン・オービット社の撤退の

影響があると思います。令和５年度の予算にあ

る、宇宙ノオンセン県オオイタプロモーション

はどのような取組を計画しているか。また、新

たにデジタル広告による情報発信に取り組むこ

ととなっていますが、これに至った経緯と具体

的な取組内容について教えてください。 

工藤おおいた創生推進課長 私から、空き家対
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策促進事業費、それから地域活力づくり総合補

助金、それとネットワーク・コミュニティ推進

事業費の３点について順次お答えします。 

 まず空き家対策促進事業ですが、これまでの

成果としては、空き家の改修等の助成では、平

成２７年度から令和４年度まで４６０件の空き

家と１７件の空き店舗を解消したほか、相談窓

口の対応により１０２件の売却や除却に結び付

いています。また国の補助金を活用し、平成２

７年度から令和４年度まで８７９件の除却や活

用が図られています。 

 本年度予算の内訳ですが、所有者の改修、家

財処分費用や移住者の購入、改修、家財処分費

用等の利活用に係る補助金が６，６００万円、

それと宅建士や建築士などの専門家で構成され

るチームが移住者等の希望をヒアリングし、空

き家を探索し、紹介する空き家マッチングチー

ムに要するものが８２６万３千円、さらに空き

家購入希望者向けセミナーの開催が１４９万４

千円、県営住宅を活用した空き家活用の促進が

７２５万８千円となっています。 

 県営住宅を活用した空き家活用の促進につい

てですが、空き家の選定や改修に時間を要する

ため、移住後の住まいに空き家を検討するもの

の、その間の住まい探しがネックとなり、足踏

みしているケースがあること、空き家改修中の

仮住まいを余儀なくされているケースもありま

す。そこで、移住における一時的な住まいとし

て県営住宅を５戸確保して、移住希望先や空き

家物件を探している方、あるいは空き家改修中

の移住者に対し１年以内を条件に入居を認め、

空き家活用を促進したいと考えています。 

 次に、地域活力づくり総合補助金についてお

答えします。 

 この補助金は地域活力の維持、発展を図るた

め、地域住民等が行う魅力ある地域づくりなど、

新たな活力を生み出す地域の特色ある取組に対

し支援する制度です。チャレンジ支援枠、地域

創生枠、空き家ビジネス活用支援枠の三つの支

援枠を設定しており、予算額は枠ごとには設け

ていません。全体で４億７，５００万円です。

このうち空き家ビジネス活用支援枠は、昨年度

から新設したもので、空き家を活用した地域活

性化につながるビジネスについて補助率３分の

２、限度額３００万円としています。 

 続いて、ネットワーク・コミュニティ推進事

業費についてお答えします。 

 新規の事業実施地区数は、昨年度、佐伯市、

由布市などの１０地区で新たな地域コミュニテ

ィ組織が立ち上がっています。この１０地区を

含めたネットワーク・コミュニティの地区数は

１８市町村で１２４地区となっており、関係す

る集落は１，９２９となっています。 

 地域の状況についてですが、地域振興や高齢

者福祉、防災など地域課題の解決に向けた様々

な取組が進められている一方で、資金不足がか

ねてから問題となっており、持続的に組織運営

していくためには行政の財政支援に加えて、自

主財源の確保が重要となっています。このため

昨年度、自主財源確保に取り組む優良活動事例

の共有等を行う協議会を開催するとともに、今

年度は外部のアドバイザー等が参画した自主財

源確保の取組については、最長で２年間追加支

援ができるよう要件を見直しています。 

 地域に居住の意向のある子育て世帯への対策

ですが、ネットワーク・コミュニティ推進事業

費では、小規模集落等支援事業費補助金で地域

課題の解決への取組を支援しています。地域課

題の解決に必要と認められる取組であれば、子

育て世帯への対策も活用可能となっています。

実際、平成２８年度から２９年度にかけて、佐

伯市の青山地区の地域コミュニティ組織が子育

て広場の環境充実を図ることで、担い手確保に

つながる取組を行っています。 

柴北広報広聴課長 私からは２点お答えします。 

 まず、宇宙ノオンセン県オオイタプロモーシ

ョンの取組内容ですが、５月に今年度のプロモ

ーションを担う事業者を選び、現在プロモーシ

ョンに係る詳細な部分を詰めているところです。

そのため、現時点ではまだ具体的な内容につい

てお答えできませんが、昨年度実施したプロモ

ーションでは、本県の自然や食、文化、そして

温泉などを星座に見立てたオオイタリウムとい

う架空のプラネタリウムをＷｅｂサイト上に展
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開し、大分県の数々の魅力を紹介しました。そ

の結果、ＹｏｕＴｕｂｅでは６８万回再生、Ｗ

ｅｂサイトの新規ユーザーを約６万人獲得する

など、本県の認知度向上を図ることができたと

思っています。今年度のプロモーションについ

ても、成果を出せるようにしっかり努めていき

ます。 

 次に、デジタル広告による情報発信を新たに

取り組むことにした経緯とその内容ですが、現

在、日常の情報収集はテレビ等のアナログ媒体

からスマートフォン等のデジタル媒体で行うこ

とが主流となっており、こうした社会構造の変

化に応じ、情報を一方的に伝えるだけではなく、

伝わることが重要だと考えています。そのため、

今年度から広報広聴課でもデジタル広告を活用

した情報発信の予算を確保し、全庁の取組を強

化充実することとしました。 

 具体的には、グーグルなどの検索サイトでの

検索ワードに連動し表示される検索広告、ヤフ

ーニュースなどのＷｅｂページ内に掲載される

ディスプレイ広告、フェイスブックやインスタ

グラム上に掲載されるＳＮＳ広告を想定してい

ます。デジタル広告のメリットの一つである閲

覧データの蓄積や分析ができる性質を活用しな

がら、その広告が閲覧者の物を買うやイベント

に参加するといった行動変容につながったかも

検証しつつ、効果的な情報発信の在り方を考え

ていきたいと思っています。 

森委員 ありがとうございました。まず、空き

家活用についてですけれども、毎年１億円ぐら

いの予算が空き家対策に充てられていて、この

８年間で空き家の利活用できたのが４６０件、

年平均にすれば５０件ちょっとということだと

思います。 

 一つお聞きしたいんですけれども、空き家が

毎年どれぐらいずつ増えているのかを後で教え

てください。それと、新規の住宅着工戸数が年

間大体７千戸、それに対して空き家がどれぐら

いあるか、知りたいので教えてください。 

 今、ネットワーク・コミュニティの中で、若

い世代が地域に住み続けたいとのニーズがあり、

なかなか定住促進がそれぞれの自治体でなされ

ていない現実もあるかと思うので、これは県庁

として政策課題として今後取り組んでいただけ

ればと思っています。 

 宇宙ノオンセン県オオイタの件ですが、商工

観光労働部の予算においては、いわゆる宇宙港

の予算が削られることがあったんですけれども、

あえて広報広聴課においてはこの予算を活用し

ていて、今後のビジョンについて少し教えてい

ただければと思います。お願いします。 

工藤おおいた創生推進課長 まず、空き家の利

活用のところで答弁したのは、あくまで利活用

の補助金を使ったもので、実際に市町村が設け

ている空き家バンク、こちらは補助ではなく、

それ以外のものも当然入るんですが、昨年度１

年間だけで利活用された件数は４６０件となっ

ています。このうち県民は１９９人が利用して

おり、およそ４３％は県民が空き家を利用して

いる状況になっています。 

 それと県全体の空き家の数ですが、これは最

新が平成３０年に国が行った住宅・土地統計調

査になります。この調査では、本県の空き家数

は９万７，７００あることになっています。 

柴北広報広聴課長 ヴァージン・オービット社

の関係は大変残念に思いますけれども、シエ

ラ・スペース社とのプロジェクトや宇宙港関連

の産業や人材育成もあるので、おんせん県おお

いたの認知度を高めるための切り口の一つとし

て、宇宙規模で愛される、おんせん県おおいた

として進めていきたいと思っています。 

三浦（由）委員 ３人目となりますが、御容赦

いただきたいと思います。予算概要３４ページ、

インドネシアへの展開支援についてです。 

 この事業名だけを見たときに、私は大分県の

企業がインドネシアに出ていって、そこで商い

をするための支援を県が行うと考えていたんで

すが、今の説明を聞く中では、インドネシアか

らの人材を大分県に来ていただくことであった

と理解しました。ただ私としては、これはやは

り一歩進んでいただいて、私が今申し上げたよ

うに大分県の企業がインドネシアに出ていくサ

ポートに、今回人材が多く来ていただくので、

いい関係をつくって、ぜひそちらの方に順次展
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開していただけたらなと思っています。 

 御存じのとおり２億７千万人の人口を擁して、

ちょうど今、首都移転が進んでおり経済も激し

く動いています。さらに、独立戦争を一緒に戦

った国同士であり、非常に親日国家でもあるの

で、商圏としては非常に魅力的な国です。県が

ぜひそういうところを主導して、今後、大分県

の企業が向こうで、もうけられる形にどんどん

進めていっていただけたらなと、これは要望に

なりますが、商工観光労働部と話をして進めて

いってください。 

太田副委員長 答弁はいいですか。（「要望な

のでいいです」と言う者あり） 

吉村（哲）委員 さきほどの森委員の質問と重

複しているので、重複のない部分だけお伺いし

たいと思います。 

 まず、予算概要２８ページ、同じく空き家対

策の分です。現在の県営住宅における空き家の

数をお伺いしたいと思います。また、すみませ

ん、こちらは通告していませんが、さきほど一

時的に空き家を活用してと、空き家に入るまで

の間、県営住宅の空き部屋をというお話でした

が、その際の敷金とか礼金とか、当然家賃とか

を含めて、そういった既に入居している方との

公平性の部分をどう取り扱うのかを伺います。 

 そして、こちらも森委員と重複しているので、

こちらは要望にとどめたいと思います。宇宙ノ

オンセン県オオイタプロモーションについては、

さきほどの森委員への答弁でしっかりと理解し

ました。その上で、ヴァージン・オービット社

との関係があって、今年最初のプロモーション

というか、いろんな方が注目するプロモーショ

ンになると思っています。ここでどれだけ宇宙

と大分を打ち出していけるのかは、企業また宇

宙産業を狙っている皆さんにとっては非常に大

きな部分かと思うので、しっかりとした方向性

を持って積極的に取り組んでいただければと思

います。こちらは要望です。よろしくお願いし

ます。 

工藤おおいた創生推進課長 ２点御質問でした。 

 まず、１点目の県営住宅の空き状況ですが、

６月末時点で約１７％と土木建築部から聞いて

います。それから、家賃とか敷金、礼金につい

ては、これも土木建築部で今検討していただい

ていますが、基本は県民、いわゆる普通の方と

同じ対応を取ると伺っています。 

吉村（哲）委員 ありがとうございました。短

期入居のようなイメージを持っています。すぐ

出て、すぐ入る方もいるかもしれませんし、最

長１年間という場合もあるかと思います。そこ

の関係づくりは、もともと入られている方との

関係づくり、また県営住宅ならではのルールと

言うか、そういったものもあると思うので、そ

の辺はしっかりと県でもフォローしていただい

て、トラブル等につながらない取組が必要だと

思っています。ぜひよろしくお願いします。こ

れは要望です。 

澤田委員 予算概要５２ページ、事業名おおい

たブランド戦略強化事業費、事業概要が海外向

けＳＮＳを利用した情報発信についてお尋ねを

します。 

 まず、海外に向けて具体的にどのような内容

でＳＮＳを活用しているのかをお聞かせくださ

い。そしてもう一つが、外国人観光客が主にな

っているんですけれども、少なかった愛知県が、

またその他の県においても、外国人観光客に向

けてアニメーションを中心に情報発信をしてい

るケースが多々見られます。仮想キャラクター

であるバーチャルユーチューバー（Ｖチューバ

ー）をうまく活用して、英語でインパクトのあ

る情報発信が必要かと思っていますが、今後は

本県でもそのようなＶチューバー等を活用した

仮想キャラクターを用いた情報発信は考えてい

るのでしょうか、この２点についてお願いしま

す。 

柴北広報広聴課長 お答えします。 

 まず、ＳＮＳによる海外向け情報発信の具体

的内容ですが、平成３０年度――ちょうどラグ

ビーワールドカップとかオリンピックが控えて

いた時期に作成したＷｅｌｃｏｍｅ Ｏｉｔａ

 Ｗｏｎｄｅｒｓ（ＷＯＷ、ワウ）といった海

外向けのＰＲ動画があります。こちらをＡＰ通

信などの大手通信社を通じてＳＮＳなどで配信

してもらうことを考えています。 
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 次に、Ｖチューバーを活用した海外向けの情

報発信の予定についてですが、他のいくつかの

自治体――茨城県の茨ひよりとかのＶチューバ

ーを活用した海外向けの観光ＰＲを行っている

ことは承知していますが、本県では現時点では

Ｖチューバーの活用は考えていません。しかし

ながら、さきほど森委員の質問でお答えしまし

たが、現在日常の情報収集がスマートフォン等

のデジタル媒体で行うことが主流となっており、

広報媒体のデジタルシフト等も考えていかなけ

ればならないと思っています。 

 今後、より伝わる情報発信を心がけていくこ

とが重要だと認識しています。Ｖチューバーは

選択肢の一つではありますが、高い効果が期待

できる人気の高いＶチューバーは、スケジュー

ルの確保がなかなか難しい点、またこれにかか

る事業費の確保で、かなりの金額が必要という

課題もあるので、県としてはまずはデジタル広

告による海外向け情報発信に取り組んでいきた

いと考えています。 

澤田委員 ありがとうございます。御存じのと

おりＶチューバーに関しては、やはり様々な考

え方があるかと思うんです。これは要望になり

ますが、観光客の誘致においてはイメージを使

った――例えば人物の場合は、若い方であれば

若い方しか来なかったり、シニアであればシニ

アしか来なかったりと、どうしてもそれに左右

されて、映像が非常に難しいと思っています。

そういった意味においては、やはり仮想キャラ

クターをしっかり活用して、そして外国人は皆

様も御存じのとおり、非常にアニメーションが

大好きなので、ぜひそういったのも活用し、ま

た検討していただきたいと思っています。どう

しても固定のペルソナを設定していくことにな

れば、いろんな考え方があるとは思うのですが、

いろんな方を誘致していく、外国人を入れてい

くことを考えれば、やはりそういったことがな

いキャラクターが一番無難なのかなと思ってい

ます。 

 ちなみに、私が知っているＶチューバーが１

０人ぐらい大分県内にいますが、知名度はそん

なに高くはないんですけど、これから情報発信

をやっていきたいとの熱い思いをたくさん持っ

ていました。そしてまた、そういった方に関し

ては、全国で２位になった方とか、１位になっ

た方は少なかったのですが、技術的にも非常に

高い技術を持っていたので、ぜひそういった若

い方、これから成長していくような方も活用し

ていただいて、若い方と一緒に大分県をつくり

上げていくような、そういった文化をぜひ、皆

様はかなり優秀だと思いますので、しっかりし

ていただきたいなと思います。どうぞよろしく

お願いします。 

木田委員 令和５年度企画振興部予算概要６４

ページの大分空港海上アクセス整備事業費につ

いてです。先般、ホーバークラフトの納期が遅

れているとの報道がありましたが、その後の状

況はどうなっているのでしょうか。就航の見通

しに影響はないのか、お示しいただきたいと思

います。 

 続いて、６６ページの東九州新幹線推進事業

費です。知事提案理由説明にて、東九州新幹線

及び四国新幹線の整備計画路線への格上げにつ

いて触れられました。これだけ大規模なプロジ

ェクトが実現段階へ及ぶのであれば、両プロジ

ェクトの実現可能性や財政負担等を示し、議会

内だけでなく県民全体での議論を行う必要があ

ると思いますが、見解を伺います。 

 また、現状、関係自治体の知事や鉄道事業者

は本県が進めようとするプロジェクトの実現に

理解を示しているのでしょうか、お示しいただ

きたいと思います。 

藤川交通政策課長 ２点についてお答えします。 

 まず１点目のホーバーの関係なんですけど、

１番船については発表したとおり、リフトファ

ンというホーバーの下のゴムを膨らませて浮上

させるファンが建造会社のヒューマンエラーに

より破損しました。ただ、その後は順調に経過

して、１番船については６月１６日に船体が完

成しています。船体が完成したとの報告を受け

て、国――具体的には関東運輸局になるんです

けど、こちらの方がイギリスに行って、船体検

査を６月の下旬にかけて行っています。県も渡

英して、県が求める速力が出るのかとか、ある
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いは揺れの状況がどうなのかといった性能面の

検査を行いました。その結果、どちらの検査に

おいても特に問題は確認をされていません。 

 そういった検査を経て、１番船については今

月の１４日、ちょうど１週間前になるんですけ

ど、貨物船でイギリスを出発して大分に向かっ

ています。順調であれば８月下旬頃に到着する

予定となっています。大分県に到着後は、イギ

リスでできなかった部分の検査を国が行って、

９月の中旬頃に本県に納入される予定です。２

番船と３番船についても、その後の建造は予定

どおり進められており、２番船は当初１０月１

２日を予定していたんですけど、約１か月遅れ

ぐらいの１１月の下旬頃、３番船については当

初の予定どおり来年の１月１８日までにはそれ

ぞれ納入される予定となっています。 

 １番船が約２か月遅れることで、１番船が届

いてから大分の海で操縦士の訓練を行う予定に

しているんですけど、その開始は同じく遅れて

しまうので、開業時期が遅れる心配も出てきて

います。ただ、安全運転を第一としながらも、

本年度中の運航開始に向けて、今現在も引き続

き運航事業者と調整を行っています。 

 ２点目の新幹線絡みの御質問です。 

 県民全体での議論が必要ではないかとのこと

ですけど、東九州新幹線の事業を進めるにあた

って、当然県民の理解は重要だと思っています。

今までも平成２８年度からシンポジウムとか、

あるいは地域の説明会を開催しており、財政負

担や並行在来線の問題も含め、県民に提示をし

ています。現在実施している県内２ルートの費

用対効果の調査結果も提示しながら、今後も機

会を捉えて議論を深めていきたいと思っていま

す。 

 そして、関係自治体との関係なんですけど、

今、関係自治体の連携については、東九州新幹

線の部分については、４県１市、福岡県や宮崎

県、鹿児島県、北九州市との期成会があり、こ

れまでも国への要望など連携を行ってきました。

四国新幹線の関係自治体あるいはＪＲに対して

は、東九州新幹線とつながるメリットを丁寧に

説明していきながら、共通理解を深めて、これ

から関係性を築いていきたいと考えています。 

木田委員 ぜひホーバーについては、当初年度

内の３月がめどですので、そこを目指して頑張

っていただきたいと思います。 

 東九州新幹線プロジェクトについてですけれ

ども、四国新幹線に取り組む期成会の状況を見

ると、東九州新幹線と比べようのないレベルで、

かなり実現に向けて今前に進んでいるのが明ら

かに見て取れます。恐らくこのまま行けば、四

国新幹線だけが格上げされることになるんじゃ

ないかと見て取れます。今の大分県とは全然違

うなと、今の四国の取組、松山駅も今、高架事

業を取り組んでいますが、新幹線を前提に高架

事業を進めようとしているし、岡山から渡って

きたところの新幹線駅の用地、そして路線を含

めて、用地も準備が相当できているので、この

まま行けば四国新幹線だけ上がっていくと見て

取れます。 

 そこで、今日お配りしている資料なんですが、

これは各期成会、そして大分市の調査結果です。

この数字、特に費用便益分析（Ｂ／Ｃ）ですけ

れども、この数字が一体どうなのかというとこ

ろですね。そして、さきほどこれから四国側の

理解を深めるところを含めてちょっとお尋ねし

たいんですが、①が東九州ですね、これまで県

が進めてきたものですが、Ｂ／Ｃ１．１２から

１．０７で、一応１を超えて事業採択への最低

条件をクリアしています。 

 ②が四国の期成会の資料です。最終的に四国

側がルートを決定したのはケース３ですね。岡

山から瀬戸大橋を渡って十字で四国の中を結ぶ

と、そして両脇、豊予と淡路島側の海峡ルート

は将来構想だと四国期成会については決定をし

て、Ｂ／Ｃは１．０３という結構ぎりぎりの数

字です。そして、資料裏面が大分市の調査結果

の豊予海峡、これは大分駅から松山駅までです

けれども、このＢ／Ｃは１．１９というかなり

高い数字が出ています。これは、これから四国

側の理解がどうなのかですが、②の四国新幹線

はケース３で決定しており、ケース１の豊予海

峡と淡路島側の海峡ルートをつないだときのＢ

／Ｃを見ると０．３１と大変低い数字なんです
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が、まあ、せめて淡路島側は将来計画として、

さきほどの大分市が調べた豊予１．１９という

Ｂ／Ｃでいったときには、そこは実践でいって

も１を超えてさらに、さきほどの１．０３より

上回ると普通は考えられますけれども、ただ、

各期成会なり大分市の調べた前提条件が違うん

じゃないかと思うんですね。大分市の資料を見

ると、豊予海峡ルートのＢ／Ｃは東九州新幹線

が通った上で１．１９との計算になっているの

で、これは本当にこのプロジェクトをどう進め

るかをしっかりトータルでもう一回調査をし直

して、本当の費用対効果を出して、豊予をする

べきなのか、いやいや、豊予とつないだら東九

州のＢ／Ｃが１を切ってしまうんだということ

かもしれませんから、そこら辺をしっかり精査

して、県民なり議会に示して、これからの議論

を進めるべきだと思います。その対応をぜひ今

回予算化されるので、調査を進めていただきた

いと思います。 

 いずれにしても、将来世代にどういったもの

を残すか、あるいは全部しないのかを含めて、

そういった調査をして議会なり県民にお示しい

ただいて、議論を進めていきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

藤川交通政策課長 まず、四国なんですけど、

実は愛媛県にも確認しましたが、四国でルート

が決まった部分については、本州との接続が岡

山県とつなぐことを決めたんだと、決めたと言

うか、ある程度まとまったんだと。一生懸命国

に訴えていきますとのことで、まだ豊予海峡ル

ートを諦めたわけではないという話も実は伺っ

ています。とはいえ、さきほどの②の資料でい

ったときに０．３１という数字ですので、かな

りハードルは高いなと思っていますが、そうい

った再調査が必要ではないかとの御指摘に対し

ては、さきほど堤委員の質疑の中でも述べまし

たけど、庁内ＰＴを今立ち上げており、どうい

った課題があるのか、あるいはどういったメリ

ットがあるのかも検討しています。その中で、

やはりもう少し外部の人の意見を聞いた方がい

いんではないかとか、あるいは再調査が必要な

のではないかとなれば、何らかの形でそういっ

たものを実現していきたいと思っています。 

太田副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

しました。 

 予定の時間が近づいていますが、ほかに質疑

のある方は、挙手をお願いします。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

太田副委員長 別にないので、これで企画振興

部関係予算に対する質疑を終わります。 

 以上で本日の審査日程は終わりました。次会

は２４日午前１０時から本議場で開きます。 

 これをもって、本日の委員会を終わります。 

お疲れ様でした。 

 

 

 

 


